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(57)【要約】
　洗剤組成物並びに洗剤組成物の調製及び使用方法を開示する。洗剤組成物は、少なくと
も１つのポリカルボン酸ポリマー、コポリマー、又はターポリマーを含むポリマー系と、
アルカリ金属炭酸塩を含むアルカリ源と、非イオン性界面活性剤と、水とを含む。洗剤組
成物はアルカリ性のｐＨに適切であり、スケール形成を低減又は防止し、汚れの分散を改
善し、有効な洗浄力を提供する。



(2) JP 2016-538412 A 2016.12.8

10

20

30

40

50

【特許請求の範囲】
【請求項１】
　少なくとも１つのポリカルボン酸ポリマー、コポリマー、又はターポリマーを含むポリ
マー系と；
　アルカリ金属炭酸塩を含むアルカリ源と；
　非イオン性界面活性剤と；
　水と；
を含む、濃縮洗剤であって、
　前記洗剤はアルカリ性のｐＨを有する、濃縮洗剤。
【請求項２】
　前記ポリマー系が、少なくとも２つのポリカルボン酸ポリマー、コポリマー、又はター
ポリマーを含む、請求項１に記載の洗剤。
【請求項３】
　前記ポリマー系が、少なくとも１つのポリマレイン酸ホモポリマーと、少なくとも１つ
のアクリル酸コポリマーと、少なくとも１つの無水マレイン酸／オレフィンコポリマーと
を含む、請求項１に記載の洗剤。
【請求項４】
　前記ポリマレイン酸ホモポリマーと、前記アクリル酸コポリマーと、前記無水マレイン
酸／オレフィンコポリマーとが約１：１：１～約３：３：１の比率で存在する、請求項３
に記載の洗剤。
【請求項５】
　前記ポリマレイン酸ホモポリマーが前記ポリマー系の約２５質量％～約５５質量％で存
在し、前記アクリル酸コポリマーが前記ポリマー系の約２５質量％～約５５質量％で存在
し、前記無水マレイン酸／オレフィンコポリマーが前記ポリマー系の約５質量％～約３５
質量％で存在する、請求項１に記載の洗剤。
【請求項６】
　前記洗剤組成物が、約０質量％～約２０質量％のポリマー系と、約５０質量％～約９９
質量％のアルカリ源と、約０質量％～約１５質量％の非イオン性界面活性剤と、約０質量
％～約２０質量％の水とを含む、請求項１に記載の洗剤。
【請求項７】
　前記洗剤がリンを実質的に含まない、請求項１に記載の洗剤。
【請求項８】
　少なくとも１つのポリマレイン酸ホモポリマー、少なくとも１つのポリアクリル酸コポ
リマー、及び少なくとも１つの無水マレイン酸／オレフィンコポリマーを含む、約０質量
％～約１５質量％のポリマー系と；
　約５０質量％～約９９質量％のアルカリ金属炭酸塩と；
　約０質量％～約１５質量％の非イオン性界面活性剤と；
　水と；
を含む、濃縮物品洗浄洗剤であって、
　前記洗剤のｐＨは約７～約１４であり、前記少なくとも１つのポリマレイン酸ホモポリ
マーと、前記少なくとも１つのポリアクリル酸コポリマーと、前記少なくとも１つの無水
マレイン酸／オレフィンコポリマーとの比率が約１：１：１～約３：３：１である、濃縮
物品洗浄洗剤。
【請求項９】
　前記ポリマー系が、約２５質量％～約５５質量％の前記ポリマレイン酸ホモポリマーと
、約２５質量％～約５５質量％の前記ポリアクリル酸コポリマーと、約５質量％～約３５
質量％の前記無水マレイン酸／オレフィンコポリマーとを含む、請求項８に記載の物品洗
浄洗剤。
【請求項１０】
　前記洗剤に含まれるリンが０．５質量％未満である、請求項８に記載の物品洗浄洗剤。
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【請求項１１】
　前記ポリマー系のポリマー、コポリマー、及び／又はターポリマーの分子量が約１００
～約１０，０００である、請求項８に記載の物品洗浄洗剤。
【請求項１２】
　前記洗剤が、消泡剤、抗再析剤、漂白剤、酵素、界面活性剤、溶解性調整剤、分散剤、
すすぎ補助剤、金属保護剤、安定剤、腐食防止剤、更なる封鎖剤及び／又はキレート剤、
香料及び／又は染料、レオロジー調整剤又は増粘剤、ヒドロトロープ又はカプラー、緩衝
剤、溶媒、並びにこれらの組み合わせからなる群から選択される少なくとも１つの更なる
機能性成分を含む、請求項８に記載の物品洗浄洗剤。
【請求項１３】
　請求項８に記載の物品洗浄洗剤の使用方法であって、
　前記物品洗浄洗剤で使用溶液を形成することと；
　表面と前記使用溶液とを接触させることと；
　前記使用溶液で前記表面を洗浄することと
を含む、方法。
【請求項１４】
　前記物品洗浄洗剤がリンを実質的に含まない、請求項１３に記載の方法。
【請求項１５】
　前記物品洗浄洗剤が使用溶液中に約２００ｐｐｍ～約１０，０００ｐｐｍ存在する、請
求項１３に記載の方法。
【請求項１６】
　前記物品洗浄洗剤が使用溶液中に約５００ｐｐｍ～約４０００ｐｐｍ存在する、請求項
１３に記載の方法。
【請求項１７】
　前記ポリマー系が使用溶液中に約１ｐｐｍ～約５００ｐｐｍ存在する、請求項１３に記
載の方法。
【請求項１８】
　前記表面が物品である、請求項１３に記載の方法。
【請求項１９】
　前記方法が、リン含有洗剤を使用する方法と実質的に同程度の洗浄性能を提供する、請
求項１４に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　〈関連出願についてのクロスリファレンス〉
　本出願は、米国特許法第１１９条の下、２０１３年１１月１１日に出願された米国仮出
願第６１／９０２，４８３号明細書に基づく優先権を主張するものであり、引用によりそ
の全体が本明細書に含まれる。
【０００２】
　本出願は、米国特許出願番号第＿＿＿＿＿＿＿＿号［Ecolab社受領番号PT10240USU1）
］、標題「Multiuse, Enzymatic Detergent and Methods of Stabilizing a Use Solutio
n」、及び米国特許出願番号第＿＿＿＿＿＿＿＿号［Ecolab社受領番号PT10240USU2）］、
標題「Multiuse, Enzymatic Detergent and Methods of Stabilizing a Use Solution」
に関連し、両者とも本出願と並行して出願されている。これらの特許出願の全体の内容は
、限定されることなく、これらの明細書、特許請求の範囲、及び要約書並びに任意の数値
、表、又は図面を含み、本願明細書に明確に含まれる。
【０００３】
　〈技術分野〉
　本発明は、物品洗浄組成物、及び物品洗浄組成物の使用方法に関する。具体的には、ス
ケールの形成を効果的に抑制及び／又は防止し、汚れの分散を改良する、高いアルカリ性
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を有する物品洗浄組成物、及び物品洗浄組成物の使用方法に関する。
【背景技術】
【０００４】
　アルカリ金属炭酸塩及び／又はアルカリ金属水酸化物を使用する洗剤処方は、特にリン
含有化合物とともに使用される場合、有効な洗浄力を提供することが知られている。具体
的には、ポリホスフェート及びその塩、例えばトリポリリン酸ナトリウムは、炭酸カルシ
ウムの沈殿を防止する能力、並びに汚れを分散及び懸濁する能力があるため、洗剤に使用
されている。炭酸カルシウムの沈殿を許すと、洗浄されている表面に結晶が付着すること
があり、好ましくない影響を与えることがある。例えば、物品の表面上に炭酸カルシウム
が沈殿すると、物品の美的外観に悪影響を及ぼし、物品に汚い外観を与える可能性がある
。洗濯領域に炭酸カルシウムが沈殿して布帛の表面上に付着すると、結晶は、布帛を硬く
粗い感触にすることがある。炭酸カルシウムの沈殿を防止することに加えて、洗浄溶液又
は洗浄水中に汚れが再堆積することを防止することによって汚れを分散及び懸濁するトリ
ポリリン酸ナトリウムの能力は、溶液の洗浄力を助長する。
【０００５】
　しかしながら、洗剤にリン原料を使用することは、環境的理由を含む様々な理由のため
望ましくないものとなった。これはリン排出の厳しい規制につながった。したがって、産
業界は、高アルカリ性洗剤に関する硬水スケールの形成を制御する代替の方法を探してい
る。上記のように、商業的に入手可能な洗剤処方の多くは、硬水スケールの制御及び同様
の利点ための費用効果的な物品洗浄洗剤成分として、トリポリリン酸ナトリウムを使用し
ている。しかしながら、処方は０．５質量％未満のリンを含むよう調整されているので、
代替の水調整及び洗浄成分を同定する必要がある。多くの無リン代替処方は、硬質表面、
例えばガラス、プラスチック、ゴム、及び／又は金属表面上の重篤な汚れの蓄積、又は効
果の低い洗浄力に繋がる。
【０００６】
　リン含有化合物を用いずに有効な洗浄力、改善されたスケール制御、及び改善された汚
れ分散性の利点を提供する試みが行われているが、しかしながら、これらの溶液は望まれ
ているほど効果的ではなかった。例えば、Savio等の米国特許第５，１５２，９１０号明
細書、Savio等の米国特許第５，１５２，９１１号明細書、Savio等の米国特許第５，２７
９，７５６号明細書、Savio等の米国特許第５，２８１，３５２号明細書は、アクリルポ
リマーと、無水マレイン酸／オレフィンコポリマーとを含む低ホスフェート機械食器洗浄
組成物を使用している。Savio等の米国特許第番号５，５４５５，３４８号明細書は、無
リン食器洗浄洗剤のマレイン酸ホモポリマーを使用している。Weber等の米国特許第８，
２６２，８０４号明細書、及びWeber等の欧州特許出願公開第２，２０１，０９０号明細
書は、疎水性変性ポリカルボキシレートと、親水性変性ポリカルボキシレートとの組合せ
を含む、無リン食器洗浄洗剤処方を使用している。Becker等の米国特許出願公開第２００
８／０２４２５７７号明細書は、すすぎ剤中に疎水性変性ポリカルボキシレートを使用し
ている。Van Boven等の国際公開第２００８／０７４４０２号は、可溶性硬水軟化組成物
中にポリカルボン酸ホモポリマー及びマレイン酸又は（メタ）アクリル酸を使用している
。これらの努力にもかかわらず、リンをほとんど又は全く使用せず、適切なスケール制御
及び汚れ分散性を有する有効な物品洗浄洗剤は開発されていない。
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　したがって、洗剤組成物と接触する硬質表面上への汚れの再析を最小化しつつ、適切な
洗浄性能を提供し、硬水スケールの蓄積を防止する洗剤組成物、例えば物品洗浄組成物の
必要性がある。同様に、ホスフェートの使用を回避した、硬質表面上への汚れの蓄積を低
減する方法の必要性がある。
【０００８】
　したがって、請求項に係る発明は、有効な洗浄力を維持しつつ、硬質表面上へのスケー
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ルの蓄積を低減及び／又は実質的に排除するのに有効な洗剤組成物を開発することを目的
とする。
【０００９】
　本発明の更なる目的は、硬質表面上の汚れの蓄積を最小化する、ｐＨ約９～約１２．５
のアルカリ性洗剤を使用する方法を提供することである。
【００１０】
　更なる本発明の目的は、リンを実質的に含まず、硬水スケールに対して改善された制御
を示し、汚れの蓄積を防止する、アルカリ性洗剤を使用することである。
【００１１】
　本発明の他の目的、利点、及び構成は、添付の図面と併せて以下の明細書から明らかに
なる。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明によれば、洗剤組成物、並びに洗剤組成物の調製方法及び使用方法が提供される
。本発明の利点は、本発明の実施形態がリンを実質的に含まず、高アルカリ性においても
なお、有効な洗浄力を提供し、スケールの形成を低減し、汚れの分散性を改善するという
ことである。
【００１３】
　一実施形態において、本発明の洗剤組成物は、少なくとも１つのポリカルボン酸ポリマ
ー、コポリマー、又はターポリマーを含むポリマー系と、アルカリ金属炭酸塩を含むアル
カリ源と、非イオン性界面活性剤と、水とを含む。本発明の一側面において、洗剤組成物
はアルカリ性のｐＨを有し、スケール形成を低減又は防止し、汚れの分散性を改善し、有
効な洗浄力を提供する。
【００１４】
　複数の実施形態を開示したが、本発明の更に他の実施形態は、本発明の実施形態を説示
する以下の詳細な説明から、当業者にとって明らかとなる。したがって、図面及び詳細な
説明は、実際は説明的なものであって限定的でないものとみなす。
【発明を実施するための形態】
【００１５】
　本発明は、物品洗浄組成物及び使用方法に関する。本発明の物品洗浄組成物は、既存の
物品洗浄洗剤に勝る多くの効果がある。例えば、本発明の物品洗浄組成物は、ポリマー系
を使用して有効な洗浄力を提供し、スケール形成を低減及び更には防止して、改善された
汚れ分散性を提供する。
【００１６】
　本発明の実施形態は、特定の物品洗浄組成物又は使用方法に限定されず、変更すること
ができ、当業者によって理解される。本明細書に用いる全ての用語は、単に具体例を記載
するためのものであり、いかなる態様又は範囲にも限定することを意図するものではない
ことを更に理解されたい。例えば、本明細書及び添付の特許請求の範囲において用いる、
単数形「ａ」、「ａｎ」、及び「ｔｈｅ」は、別途本文に明確に記載しない限り、複数形
の対象を含むことができる。更に、全ての単位、接頭辞、及び記号は、そのＳＩに認めら
れた形で示してもよい。
【００１７】
　明細書中に記載されている数値範囲は範囲を画定する数を含み、画定された範囲内のそ
れぞれの整数を含む。本明細書の全体にわたって、本発明の様々な側面を範囲形式で示す
。範囲形式での記載は単に便宜性及び簡潔性のためであり、本発明の範囲に対する柔軟性
のない限定として解釈すべきでないことを理解すべきである。したがって、範囲の記載は
、その範囲内の全ての可能性のあるサブレンジ及び個々の数値を具体的に開示するものと
みなすべきである。例えば、１～６という範囲の記載は、その範囲内のサブレンジ、例え
ば１～３、１～４、１～５、２～４、２～６、３～６等、並びに個々の数、例えば、１、
２、３、４、５、及び６を具体的に開示するものとみなすべきである。これは範囲の幅に
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関係なく適用する。
【００１８】
　定義
　本発明をより容易に理解できるように、まず特定の用語を定義する。別途定義しない限
り、本明細書で用いる全ての専門用語及び科学用語は、本発明の実施形態に属する当業者
によって一般に理解されるものと同様の意味を有する。本明細書に記載されているものに
対して類似する、変更した、又は均等な多くの方法及び材料を、過度な実験をすることな
く本発明の実施形態の実施に用いることができ、好ましい材料及び方法は本明細書に記載
されている。本発明の実施形態を記載して特許を請求するにあたり、以下の用語を以下に
設定する定義に従って使用する。
【００１９】
　本明細書で用いる用語「約」は、例えば、実際の濃縮物又は使用溶液を作るために使用
する典型的な測定及び液体処理手順を通して；これらの手順における不注意のエラーを通
して；組成物の作製又は方法の実施のために用いる成分の製造、源、又は純度の違い等を
通して発生することがある数量のばらつきを指す。用語「約」は、特定の初期混合物から
生ずる、組成物の異なる平衡条件によって変わる量もまた含む。用語「約」によって修飾
されているか否かにかかわらず、請求項は量に均等物を含む。
【００２０】
　用語「活物質」、又は「パーセント活物質」、又は「重量パーセント活物質」、又は「
活物質濃度」は本明細書において相互に使用し、洗浄に関係するそれらの成分の濃度を指
しており、不活性原料、例えば水又は塩を除いたパーセンテージとして表す。
【００２１】
　本明細書で用いる用語「アルキル」又は「アルキル基」は、一つ又は複数の炭素原子を
有する飽和炭化水素を意味し、直鎖アルキル基（例えば、メチル、エチル、プロピル、ブ
チル、ペンチル、ヘキシル、ヘプチル、オクチル、ノニル、デシル、等）、環状アルキル
基（又は「シクロアルキル」、又は「脂環式」、又は「炭素環式」基）（例えば、シクロ
プロピル、シクロペンチル、シクロヘキシル、シクロヘプチル、シクロオクチル等）、分
岐鎖アルキル基（例えば、イソプロピル、ｔｅｒｔ－ブチル、ｓｅｃ－ブチル、イソブチ
ル等）、及びアルキル置換アルキル基（例えば、アルキル置換シクロアルキル基、及びシ
クロアルキル置換アルキル基）が挙げられる。
【００２２】
　特に明記しない限り、用語「アルキル」は、「非置換アルキル」及び「置換アルキル」
の両方を含む。本明細書で用いる用語「置換アルキル」は、炭化水素骨格の一つ又は複数
の炭素上の一つ又は複数の水素を置換している置換基を有するアルキル基を意味する。そ
のような置換基としては、例えば、アルケニル、アルキニル、ハロゲノ、ヒドロキシル、
アルキルカルボニルオキシ、アリールカルボニルオキシ、アルコキシカルボニルオキシ、
アリールオキシ、アリールオキシカルボニルオキシ、カルボキシレート、アルキルカルボ
ニル、アリールカルボニル、アルコキシカルボニル、アミノカルボニル、アルキルアミノ
カルボニル、ジアルキルアミノカルボニル、アルキルチオカルボニル、アルコキシル、ホ
スフェート、ホスホナート、ホスフィナート、シアノ、アミノ（アルキルアミノ、ジアル
キルアミノ、アリールアミノ、ジアリールアミノ、及びアルキルアリールアミノが挙げら
れる）、アシルアミノ（アルキルカルボニルアミノ、アリールカルボニルアミノ、カルバ
モイル、ウレイドが挙げられる）、イミノ、スルフヒドリル、アルキルチオ、アリールチ
オ、チオカルボキシレート、サルフェート、アルキルスルフィニル、スルホネート、スル
ファモイル、スルホンアミド、ニトロ、トリフルオロメチル、シアノ、アジド、複素環式
、アルキルアリール、又は芳香族（ヘテロ環式芳香族が挙げられる）基が挙げられる。
【００２３】
　いくつかの実施形態において、置換アルキルとしては複素環式基が挙げられる。本明細
書で用いる用語「複素環式基」としては、環内の炭素原子の一つ又は複数が炭素以外の元
素、例えば、窒素、硫黄、又は酸素である炭素環式基の閉環構造類似体が挙げられる。複
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素環式基は、飽和していてもよく、又は飽和していなくてもよい。例示的な複素環式基と
しては、限定されないが、アジリジン、エチレンオキシド（エポキシド、オキシラン）、
チイラン（エピスルフィド）、ジオキシラン、アゼチジン、オキセタン、チエタン、ジオ
キセタン、ジチエタン、ジチエト、アゾリジン、ピロリジン、ピロリン、オキソラン、ジ
ヒドロフラン、及びフランが挙げられる。
【００２４】
　「抗再析剤」は、洗浄されている物品上へ再堆積せず水中に懸濁した状態を保持するの
を助ける化合物を意味する。抗再析剤は、本発明において、除去された汚れが洗浄されて
いる表面上へ再堆積することを低減することを助けるのに有用である。
【００２５】
　本明細書で用いる用語「洗浄」は、汚れの除去、漂白、微生物個体群の低減、及びそれ
らの任意の組み合わせを促進又は補助するために用いる方法を指す。
【００２６】
　用語「硬質表面」は、固体、実質的に非可撓性の表面、例えばカウンタートップ、タイ
ル、床、壁、パネル、窓、配管器具（plumbing fixture）、キッチン及び浴室家具、機器
、エンジン、回路基板、及び食器を意味する。硬質表面としては、例えば、ヘルスケア表
面、及び食品加工用表面が挙げられる。
【００２７】
　本明細書で用いる用語「無リン」又は「実質的に無リン」とは、リン若しくはリン含有
化合物を含まない、又はリン若しくはリン含有化合物が加えられていない組成物、混合物
、又は成分を意味する。リン若しくはリン含有化合物が、無リン組成物、混合物、又は成
分に混入することによって存在する場合、リンの量は０．５質量％未満である。より好ま
しくは、リンの量は０．１質量％未満、最も好ましくはリンの量は０．０１質量％未満で
ある。
【００２８】
　本明細書で用いる用語「汚れ」又は「染み」は、粒子状物質、例えば、鉱物粘土、砂、
天然鉱物質、カーボンブラック、グラファイト、カオリン、環境粉塵等を含んでも含まな
くてもよい非極性油性物質を意味する。
【００２９】
　本明細書で用いる用語「実質的に含まない」とは、組成物が完全にその成分を欠いてい
ること、又は含まれるその成分が組成物の性能に影響を及ぼさない程度に少量であること
を意味する。その成分は不純物又は混入物として存在してもよく、０．５質量％未満であ
る。他の実施形態においてその成分の量は０．１質量％未満、更に他の実施形態において
その成分の量は０．０１質量％未満である。
【００３０】
　用語「実質的に類似の洗浄性能」とは、一般に同程度の（若しくは少なくとも著しく劣
る程度ではない）清浄度、又は一般に同程度の労力がかかる（若しくは少なくとも著しく
労力がかかることがない）、又はこれらの両方である、代替の洗浄製品又は代替の洗浄系
による成果を一般的に意味する。
【００３１】
　本明細書で用いる用語「物品」は、品目、例えば食事及び調理器具、食器、及び他の硬
質表面、例えばシャワー、シンク、トイレ、浴槽、調理台、窓、鏡、輸送車両、及び床を
意味する。本明細書で用いる用語「物品洗浄」は、物品を洗うこと、洗浄すること、又は
すすぐことを意味する。「物品」は、プラスチックでできた品目にも関する。本発明の組
成物によって洗浄することができるプラスチックの種類としては、限定されないが、ポリ
カーボネートポリマー（ＰＣ）、アクリロニトリル－ブタジエン－スチレンポリマー（Ａ
ＢＳ）、及びポリスルホンポリマー（ＰＳ）を含むものが挙げられる。本発明の化合物及
び組成物を用いて洗浄することができる他の例示的なプラスチックとしては、ポリエチレ
ンテレフタレート（ＰＥＴ）が挙げられる。
【００３２】
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　本明細書で用いる用語「質量パーセント」、「質量％」、「質量パーセント」、「質量
％」、及びこれらの変形は、その材料の質量を組成物の総質量で除して１００を掛けた材
料の濃度を意味する。本願明細書で用いる、「パーセント」、「％」等は、「質量パーセ
ント」、「質量％」等と同義を意図するものとして理解される。
【００３３】
　本発明の方法及び組成物は、本発明の要素及び成分、並びに本明細書に記載されている
他の成分を含んでもよく、それらから本質的に成ってもよく、又はそれらから成ってもよ
い。本明細書で用いる「本質的に成る」とは、方法、系、装置、及び組成物が、更なる工
程、成分、又は原料を含んでもよいことを意味するが、しかしながら、更なる工程、成分
、又は原料が、請求項に記載の方法、系、装置、及び組成物の基本的及び新規な特徴を実
質的に変えない場合に限る。
【００３４】
　組成物
　本発明の一実施形態によれば、アルカリ性洗剤は、ポリマレイン酸ホモポリマーと、ポ
リアクリル酸コポリマーと、無水マレイン酸／オレフィンコポリマーとを含むポリマー系
を含有する。一側面において、アルカリ性洗剤はポリマー系とアルカリ源とを含み、これ
らから成り、及び／又は本質的に成る。更なる側面において、アルカリ性洗剤は、ポリマ
レイン酸ホモポリマー、ポリアクリル酸コポリマー、及び無水マレイン酸／オレフィンコ
ポリマーを含むポリマー系と、アルカリ金属水酸化物及び／又はアルカリ金属炭酸塩とを
含み、これらから成り、及び／又はこれらから本質的に成る。更なる実施形態において、
本発明の洗剤組成物は、ポリマー系と、アルカリ源と、水と、非イオン性界面活性剤とを
含むことができ、これらから成ることができ、及び／又はこれらから本質的に成ることが
できる。本発明の実施形態は、実質的にリンを含まなくてもよい。更に、実質的にリンを
含まない本発明の実施形態は、リン含有洗剤を使用する方法と実質的に同程度の洗浄性能
を提供する。
【００３５】
　本発明の濃縮洗剤組成物のための適切な処方の例を下表１に示す。
【００３６】

【表１】

【００３７】
　本発明の特定の実施形態において、洗剤組成物は使用溶液へと希釈することができる。
使用溶液へと希釈する場合、洗剤組成物は、約１０ｐｐｍ～約１０，０００ｐｐｍ、好ま
しくは約２００ｐｐｍ～約５０００ｐｐｍ、より好ましくは約５００ｐｐｍ～約２０００
ｐｐｍ、最も好ましい実施形態において約７５０ｐｐｍ～約１５００ｐｐｍで存在しても
よい。本発明によれば、使用に適する洗剤使用溶液組成物の例は、約１０～４０００ｐｐ
ｍのアルカリ源と、約１～５００ｐｐｍのポリマー系と、約１～４００の非イオン性界面
活性剤とを含んでもよく、これらから成ってもよく、及び／又は本質的に成ってもよい。
【００３８】
　ポリマー系
　本発明は、少なくとも１つのポリカルボン酸ポリマー、コポリマー及び／又はターポリ
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マーを含むポリマー系を含む。好ましい実施形態において、ポリマー系は、少なくとも２
つのポリカルボン酸ポリマー、コポリマー、及び／又はターポリマーを含む。最も好まし
い実施形態において、ポリマー系は、少なくとも３つのポリカルボン酸ポリマー、コポリ
マー、及び／又はターポリマーを含む。特に本発明の適切なポリカルボン酸ポリマーとし
ては、限定されないが、ポリマレイン酸ホモポリマーと、ポリアクリル酸コポリマーと、
無水マレイン酸／オレフィンコポリマーとを含む。
【００３９】
　ポリマレイン酸（Ｃ４Ｈ２Ｏ３）ｘ、又は加水分解されたポリマレイン酸無水物、又は
シス－２－ブテン二酸ホモポリマーは、構造式：
【化１】

　を有し、ｎ及びｍは任意の整数である。本発明に使用してもよいポリマレイン酸ホモポ
リマー、コポリマー、及び／又はターポリマー（及びその塩）の例としては、特に好まし
くは分子量が約０～約５０００、より好ましくは約２００～約２０００のものである（こ
れらのＭＷは確認できる）。商業的に入手可能なポリマレイン酸ホモポリマーとしては、
BWATM Water Additives社、９７９レークサイドパークウェイ、スーツ９２５タッカー、
ジョージア州３００８４、米国からのマレイン酸ホモポリマーであるBelclene 200シリー
ズ、及びAkzo Nobel社から入手可能なAquatreat AR-801が挙げられる。ポリマレイン酸ホ
モポリマー、コポリマー、及び／又はターポリマーは、ポリマー系中に約２５質量％～約
５５質量％、約３０質量％～約５０質量％、又は約３５質量％～約４７質量％で存在して
もよい。
【００４０】
　本発明の洗剤組成物は、ポリアクリル酸ポリマー、コポリマー、及び／又はターポリマ
ーを使用することができる。ポリアクリル酸は、以下の構造式：

【化２】

　を有し、ｎは任意の整数である。適切なポリアクリル酸ポリマー、コポリマー、及び／
又はターポリマーの例としては、限定されないが、ポリアクリル酸、（Ｃ３Ｈ４Ｏ２）ｎ

又は２－プロペン酸、アクリル酸、ポリアクリル酸、プロペン酸のポリマー、コポリマー
、及び／又はターポリマーが挙げられる。
【００４１】
　本発明の実施形態において、特に適切なアクリル酸ポリマー、コポリマー、及び／又は
ターポリマーの分子量は、約１００～約１０，０００、好ましい実施形態において約５０
０～約７０００、更に好ましい実施形態において約１０００～約５０００間、最も好まし
い実施形態において約１５００～約３５００である。本発明に使用してもよいポリアクリ
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ル酸ポリマー、コポリマー、及び／又はターポリマー（又はその塩）の例としては、限定
されないが、Dow Chemical社、ウィルミントンデラウェア、米国からのAcusol 448、及び
Acusol 425が挙げられる。特定の実施形態において、約１０，０００より大きい分子量を
有するアクリル酸ポリマー（及びその塩）を有することが望ましいことがある。例えば、
限定されないが、いずれもDow Chemical社から入手可能なAcusol 929（１０，０００ＭＷ
）、及びAcumer 1510（６０，０００ＭＷ）、AkzoNobel社、ストラウィンスキーラーン　
２５５５　１０７７　ＺＺ　アムステルダム　ポストバス　７５７３０　１０７０　ＡＳ
　アムステルダムから入手可能なAQUATREAT AR-6（１００，０００ＭＷ）が挙げられる。
ポリアクリル酸ポリマー、コポリマー、及び／又はターポリマーは、ポリマー系中に約２
５質量％～約５５質量％、約３０質量％～約５０質量％、又は約３５質量％～約４７質量
％で存在してもよい。
【００４２】
　無水マレイン酸／オレフィンコポリマーは、無水ポリマレイン酸とオレフィンとのコポ
リマーである。無水マレイン酸（Ｃ２Ｈ２（ＣＯ）２Ｏ）は、以下の構造を有する。

【化３】

　無水マレイン酸の一部は、マレイミド、Ｎ－アルキル（Ｃ１～４）マレイミド、Ｎフェ
ニル－マレイミド、フマル酸、イタコン酸、シトラコン酸、アコニット酸、クロトン酸、
ケイ皮１０酸、前述の酸のアルキル（Ｃ１～１８）エステル、前述の酸のシクロアルキル
（Ｃ３～８）エステル、硫酸化ヒマシ油等によって置換することができる。
【００４３】
　少なくとも９５質量％の無水マレイン酸ポリマー、コポリマー、又はターポリマーの数
平均分子量は、約７００～約２０，０００、好ましくは約１０００～約１００，０００で
ある。
【００４４】
　本発明の目的上、様々な直鎖及び分岐鎖アルファ－オレフィンを用いることができる。
特に有用なアルファ－オレフィンは、４～１８の炭素原子を含むジエン、例えばブタジエ
ン、クロロプレン、イソプレン、及び２－メチル－１，５－ヘキサジエン；４～８つの炭
素原子を含む、好ましくはＣ４～１０の１－アルケン、例えばイソブチレン、１－ブテン
、１－ヘキセン、１－オクテン等である。
【００４５】
　本発明の実施形態において、特に適切な無水マレイン酸／オレフィンコポリマーの分子
量は、約１０００～約５０，０００、好ましい実施形態において約５０００～約２０，０
００、最も好ましい実施形態において約７５００～約１２，５００である。本発明に使用
してもよい無水マレイン酸／オレフィンコポリマーの例としては、限定されないが、Dow 
Chemical社、ウィルミントンデラウェア、米国からのAcusol 460Nが挙げられる。無水マ
レイン酸／オレフィンコポリマーは、ポリマー系中に約５質量％～約３５質量％、約７質
量％～約３０質量％、又は約１０質量％～約２５質量％で存在してもよい。
【００４６】
　一般に、組成物は、ポリマー系を約０質量％～約２０質量％、約０．０１質量％～約１
５質量％、及び約１質量％～約１０質量％の量で含むと考えられる。本発明のポリマー系
は、少なくとも１つのポリマレイン酸ホモポリマー、コポリマー、及び／又はターポリマ
ーと；少なくとも１つのポリアクリル酸ポリマー、コポリマー、及び／又はターポリマー
と；少なくとも１つの無水マレイン酸／オレフィンコポリマーとを含むことができ、本質
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的にこれらから成ることができ、又はこれらから成ることができる。本発明の実施形態に
おいて、ポリマー系は、少なくとも１つのポリマレイン酸ホモポリマー、コポリマー、及
び／又はターポリマーと；少なくとも１つのポリアクリル酸ポリマー、コポリマー、及び
／又はターポリマーと；少なくとも１つの無水マレイン酸／オレフィンコポリマーとを、
約１：１：１～約２：２：１、又は約２：２：１～約３：３：１の比率関係で含む。更に
、本発明によれば限定されることなく、記載されている全ての比率の範囲は範囲を画定す
る数を含み、画定された比率の範囲内のそれぞれの整数を含む。
【００４７】
　ポリマー系は、使用溶液中に使用したとき所望のレベルのスケール制御及び汚れ分散性
を提供するのに十分な量であることができる。所望のスケール制御防止効果を提供するの
に充分なポリマー系の量があるはずである。ポリマー系の上限は溶解性によって決定され
ると考えられる。好適な実施形態において、ポリマー系は使用溶液中に約１ｐｐｍ～５０
０ｐｐｍ、より好ましくは約１０ｐｐｍ～１００ｐｐｍ、最も好ましくは約２０ｐｐｍ～
約５０ｐｐｍで存在する。
【００４８】
　アルカリ源
　組成物は、有効量の一つ又は複数のアルカリ源を含むことができる。一つ又は複数のア
ルカリ源の有効量は、ｐＨが約７～約１４の組成物を提供する量であると考えるべきであ
る。特定の実施形態において、洗剤組成物は約７．５～約１３．５を有する。特定の実施
形態において、洗剤組成物は約８～約１３を有する。洗浄サイクルの間、使用溶液のｐＨ
は約８～約１３である。特定の実施形態において、使用溶液のｐＨは約９～１１である。
洗剤組成物が酵素組成物を含む場合、ｐＨを調整して、酵素組成物の効果に最適なｐＨ範
囲を提供してもよい。洗剤組成物中に酵素組成物を含む本発明の特定の実施形態において
、最適なｐＨは約１０～約１１である。
【００４９】
　洗剤組成物の適切なアルカリ源の例としては、限定されないが、炭酸塩ベースのアルカ
リ源、例えば炭酸塩、例えばアルカリ金属炭酸塩；苛性ベースのアルカリ源、例えば、ア
ルカリ金属水酸化物；他の適切なアルカリ源、例えば金属シリケート、金属ボレート、及
び有機アルカリ源が挙げられる。使用することができる例示的なアルカリ金属炭酸塩とし
ては、限定されないが、炭酸ナトリウム、炭酸カリウム、重炭酸塩、セスキ炭酸塩、及び
これらの混合物が挙げられる。使用することができる例示的なアルカリ金属水酸化物とし
ては、限定されないが、水酸化ナトリウム、水酸化リチウム、又は水酸化カリウムが挙げ
られる。使用することができる例示的な金属シリケートとしては、限定されないが、ケイ
酸ナトリウム若しくはケイ酸カリウム、又はメタケイ酸ナトリウム若しくはメタケイ酸カ
リウムが挙げられる。例示的な金属ボレートとしては、限定されないが、ホウ酸ナトリウ
ム、又はホウ酸カリウムが挙げられる。
【００５０】
　有機アルカリ源は、多くの場合強い窒素塩基、例えば、アンモニア（水酸化アンモニウ
ム）、アミン、アルカノールアミン、及びアミノアルコールが挙げられる。アミンの典型
的な例としては、少なくとも１０個の炭素原子、好ましくは１６～２４個の炭素原子を有
する飽和若しくは不飽和、直鎖若しくは分岐鎖のアルキル基、又は２４個以下の炭素原子
を含むアリール基、アラルキル基、若しくはアルカリール基を表す、少なくとも１つの窒
素結合炭化水素基を有し、任意に置換されていてもよいアルキル基、アリール基、若しく
はアラルキル基、若しくはポリアルコキシ基によって任意の他の窒素結合基が形成された
、第一級、第二級、若しくは第三級アミン及びジアミンが挙げられる。アルカノールアミ
ンの典型的な例としては、モノエタノールアミン、モノプロパノールアミン、ジエタノー
ルアミン、ジプロパノールアミン、トリエタノールアミン、トリプロパノールアミン等が
挙げられる。アミノアルコールの典型的な例としては、２－アミノ－２－メチル－１－プ
ロパノール、２－アミノ－１－ブタノール、２－アミノ－２－メチル－１，３－プロパン
ジオール、２－アミノ－２－エチル－１，３－プロパンジオール、ヒドロキシメチルアミ
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ノメタン等が挙げられる。
【００５１】
　一般に、アルカリ源は水性又は粉末のいずれかの形態で一般に入手可能であり、そのい
ずれかは本洗剤組成物を処方する際に有用である。アルカリは、固体ビーズ、顆粒又は粒
状形態、水溶液中の溶解物、又はこれらの組み合わせを含む本技術分野において知られる
任意の形態で組成物に加えてもよい。
【００５２】
　一般に、組成物は、アルカリ源を、洗剤組成物の合計質量の約５０質量％～約９９質量
％、約５５質量％～約９５質量％、及び約６０質量％～約８５質量％の量で含むであろう
と考えられる。本発明の組成物は、使用溶液へと希釈したとき、アルカリ源を約１０ｐｐ
ｍ～約４０００ｐｐｍ、好ましくは約１００ｐｐｍ～約１５００ｐｐｍ、最も好ましくは
約５００ｐｐｍ～１０００ｐｐｍ含むことができる。
【００５３】
　非イオン性界面活性剤
　いくつかの実施形態において、本発明の組成物は約０質量％～約１５質量％の非イオン
性界面活性剤を含む。他の実施形態において、本発明の組成物は、約２質量％～約１０質
量％の非イオン性界面活性剤を含む。更に他の実施形態において、本発明の組成物は約５
質量％の非イオン性界面活性剤を含む。いくつかの実施形態において、本発明の組成物は
約２０ｐｐｍ～約４００ｐｐｍの非イオン性界面活性剤を含む。
【００５４】
　有用な非イオン性界面活性剤は、有機疎水性基及び有機親水性基の存在下によって一般
に特徴づけられ、典型的には、有機脂肪族、アルキル芳香族、又はポリオキシアルキレン
疎水性化合物と、慣行上エチレンオキシド又はその多水和反応生成物のポリエチレングリ
コールである親水性アルカリ性酸化物部分との縮合によって製造される。実際は、反応性
水素原子を有する、ヒドロキシル基、カルボキシル基、アミノ基、又はアミド基を有する
あらゆる疎水性化合物と、エチレンオキシド、又はその多水和付加体、又はそのアルコキ
シレンとの混合物、例えばプロピレンオキシドとの混合物とを縮合させて、非イオン性界
面活性剤を形成することができる。あらゆる特定の疎水性化合物と縮合させた親水性ポリ
オキシアルキレン部分の長さは容易に調整することができ、所望の程度の親水性特性と疎
水性特性とのバランスを有する、水分散可能又は水溶性の化合物を得ることができる。
【００５５】
　有用な非イオン性界面活性剤としては：
　１．開始剤反応性水素化合物としての、プロピレングリコール、エチレングリコール、
グリセロール、トリメチロールプロパン、及びエチレンジアミンに基づくポリオキシプロ
ピレン－ポリオキシエチレンブロックポリマー化合物。開始剤の逐次的なプロポキシル化
及びエトキシル化から作られるポリマー化合物の例は、BASF社によって製造されている、
商品名Pluronic（登録商標）及びTetronic（登録商標）の下で商業的に入手可能である。
Pluronic（登録商標）化合物は、エチレンオキシドと、プロピレングリコールの２つのヒ
ドロキシル基にプロピレンオキシドを付加することによって形成される疎水性塩基とを縮
合させることによって形成される、二官能基（２つの反応性水素）化合物である。疎水性
部分の分子量は約１，０００～約４，０００である。次にエチレンオキシドを付加して、
最終的な分子量の約１０質量％～約８０質量％を構成するよう長さを制御した親水基の間
にこの疎水部を挟む。Tetronic（登録商標）化合物は、エチレンジアミンへのプロピレン
オキシド及びエチレンオキシドの逐次的な付加から導かれる、四官能性ブロックコポリマ
ーである。プロピレンオキシド水素型の分子量は約５００～約７，０００であり；親水性
エチレンオキシドを、分子量の約１０質量％～約８０質量％を構成するよう付加する。
【００５６】
　２．アルキル鎖が、直鎖若しくは分岐鎖構造、又は一つ若しくは二つのアルキル構成部
分であり、約８～約１８個の炭素原子を含む、１モルのアルキルフェノールと、約３～約
５０モルのエチレンオキシドとの縮合生成物。アルキル基は、例えば、ジイソブチレン、
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ジアミル、重合プロピレン、イソオクチル、ノニル、及びジノニルに代表されることがで
きる。これらの界面活性剤は、アルキルフェノールの、ポリエチレンオキシド縮合物、ポ
リプロピレンオキシド縮合物、及びポリブチレンオキシド縮合物であることができる。こ
の化学物質の商業的な化合物の例は、Rhone-Poulenc社によって製造されている商品名Ige
pal（登録商標）、及びUnion Carbide社によって製造されているTriton（登録商標）の下
、市場から入手できる。
【００５７】
　３．飽和又は不飽和の、直鎖又は分岐鎖の、約６～約２４個の炭素原子を有する、１モ
ルのアルコールと、約３～約５０モルのエチレンオキシドとの縮合生成物。アルコール部
分は、上記で説明した炭素の範囲のアルコールの混合物から成ることができ、又はこの範
囲内の特定の炭素原子数を有するアルコールから成ることができる。商業的な界面活性剤
の例は、Shell Chemical社によって製造されている商品名NeodolTM、及びVista Chemical
社によって製造されているAlfonicTMの下で入手可能である。
【００５８】
　４．飽和又は不飽和の、直鎖又は分岐鎖の、約８～約１８個の炭素原子を有する、１モ
ルのカルボン酸と、約６～約５０モルのエチレンオキシドとの縮合生成物。酸性部分は、
上記に定義した炭素原子の範囲の酸の混合物から成ることができ、又はその範囲内の特定
の炭素原子数を有する酸から成ることができる。この化学物質の商業的な化合物の例とし
ては、Henkel社によって製造されている商品名NopalcolTM、及びLipo Chemicals社によっ
て製造されているLipopegTMの下で商業的に入手可能である。
【００５９】
　一般にポリエチレングリコールエステルと呼ばれるエトキシル化カルボン酸に加えて、
グリセリド、グリセリン、及び多価（糖類、又はソルビタン／ソルビトール）アルコール
との反応によって形成した他のアルカノン酸エステルは、特殊な実施形態、特に間接的な
食品添加剤用途のための本発明に適する。これらのエステル部分は全て、これらの分子上
に一つ以上の反応性水素部位を有しており、更なるアシル化又はエチレンオキシド（アル
コキシド）付加をしてこれらの材料の親水性を制御することができる。これらの脂肪エス
テル又はアシル化炭水化物を、アミラーゼ及び／又はリパーゼ酵素を含む本発明の組成物
に加える場合は、不適合である可能性があるため注意しなければならない。
【００６０】
　非イオン性低発泡性界面活性剤の例としては、以下のものが挙げられる。
　５．エチレンオキシドをエチレングリコールに付加して所定の分子量の親水性を提供し
；次にプロピレンオキシドを付加して、分子の外側（末端）上に疎水性ブロックを得るこ
とによって変性し、本質的に逆転させた、（１）からの化合物。中心に親水部を有する分
子量約１，０００～約３，１００の疎水性部分は、最終的な分子の１０質量％～約８０質
量％を構成する。これらの逆転PluronicTMは、BASF社によって商品名PluronicTMR界面活
性剤の下で製造されている。同様に、TetronicTMR界面活性剤は、エチレンジアミンに、
エチレンオキシド及びプロピレンオキシドを逐次的に付加することによって、BASF社によ
って製造されている。中心に親水部を有する分子量約２，１００～約６，７００の疎水性
部分は、最終的な分子の１０質量％～８０質量％を構成する。
【００６１】
　６．末端ヒドロキシ基又は（多官能性部分の）基を「キャッピング」又は「末端ブロッ
キング」することによって変性して、小さい疎水性分子、例えばプロピレンオキシド、ブ
チレンオキシド、塩化ベンジル；及び１～約５つの炭素原子を含む短鎖脂肪酸、アルコー
ル、又はハロゲン化アルキル；並びにこれらの混合物との反応による発泡を減らした、（
１）、（２）、（３）、及び（４）の群からの化合物。反応剤、例えば末端ヒドロキシ基
を塩素基へと変換する塩化チオニルもまた挙げられる。末端ヒドロキシ基に対するそのよ
うな変形は、全てブロック、ブロック－ヘテリック（heteric）、ヘテリック－ブロック
、又は全てヘテリックの非イオン性のものを誘導することがある。
【００６２】
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　有効な低発泡性非イオン性物質の更なる例としては、以下のものが挙げられる。
　７．１９５９年９月８日に公開されたBrown等の米国特許第２，９０３，４８６号明細
書のアルキルフェノキシポリエトキシアルカノールであって、下式：
【化４】

　で表され、式中、Ｒは８～９個の炭素原子のアルキル基であり、Ａは３～４個の炭素原
子のアルキレン鎖であり、ｎは７～１６の整数であり、ｍは１～１０の整数である、アル
キルフェノキシポリエトキシアルカノール。
【００６３】
　１９６２年８月７日に公開されたMartin等の米国特許第３，０４８，５４８号明細書の
ポリアルキレングリコール縮合物であって、親水性オキシエチレン鎖及び疎水性オキシプ
ロピレン鎖を交互に有し、末端の疎水性鎖の質量、中間の疎水性単位の質量、及び架橋し
た親水性単位の質量がそれぞれ縮合物の約１／３を占める、ポリアルキレングリコール縮
合物。
【００６４】
　１９６８年５月７日に公開されたLissant等の米国特許第３，３８２，１７８号明細書
に開示された、一般的式Ｚ［（ＯＲ）ｎＯＨ］ｚを有する消泡性非イオン性界面活性剤で
あって、Ｚはアルコキシル化可能（alkoxylatable）な材料であり、Ｒはエチレン及びプ
ロピレンであることができるアルカリ性オキシドから導かれる基であり、ｎは例えば１０
～２，０００又は２，０００より大きい整数であり、ｚは反応性のオキシアルキル化可能
（oxyalkylatable）な基の数によって決定される整数である、消泡性非イオン性界面活性
剤。
【００６５】
　１９５４年５月４日に公開されたJackson等の米国特許第２，６７７，７００号明細書
に記載されており、式Ｙ（Ｃ３Ｈ６Ｏ）ｎ（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｍＨに対応する複合ポリオキシ
アルキレン化合物であって、Ｙは約１～６個の炭素原子及び１つの反応性水素原子を有す
る有機化合物の残基であり、ｎはヒドロキシル基の数によって定まり、少なくとも約６．
４の平均値を有し、ｍはオキシエチレン部が分子の約１０質量％～約９０質量％を構成す
るような値を有する、複合ポリオキシアルキレン化合物。
【００６６】
　１９５４年４月６日に公開されたLundsted等の米国特許第２，６７４，６１９号明細書
に記載されている、式Ｙ［（Ｃ３Ｈ６Ｏｎ（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｍＨ］ｘを有する複合ポリオキ
シアルキレン化合物であって、Ｙは、約２～６個の炭素原子を有しｘ個の反応性水素原子
を含む有機化合物の残基であり、ｘは少なくとも約２の値を有し、ｎはポリオキシプロピ
レン疎水性塩基の分子量が少なくとも約９００になるような値を有し、ｍは分子のオキシ
エチレン含有量が約１０質量％～約９０質量％になるような値を有する、複合ポリオキシ
アルキレン化合物。Ｙの定義の範囲内に含まれる化合物としては、例えば、プロピレング
リコール、グリセリン、ペンタエリスリトール、トリメチロールプロパン、エチレンジア
ミン等が挙げられる。オキシプロピレン鎖は、任意であるが有利には、少量のエチレンオ
キシドを含み、オキシエチレン鎖もまた、任意であるが有利には、少量のプロピレンオキ
シドを含む。
【００６７】
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　本発明の組成物において有利に用いられる更なる複合ポリオキシアルキレン界面活性剤
は、下式：Ｐ［（Ｃ３Ｈ６Ｏ）ｎ（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｍＨ］ｘに対応し、Ｐは、約８～１８個
の炭素原を有しｘ個の反応性水素原子を含む有機化合物の残基であり、ｘは１又は２の値
を有し、ｎは、ポリオキシエチレン部分の分子量が少なくとも約４４になるような値を有
し、ｍは、分子のオキシプロピレン含有量が約１０質量％～約９０質量％になるような値
を有する。いずれにせよ、オキシプロピレン鎖は、任意であるが有利には少量のエチレン
オキシドを含んでもよく、オキシエチレン鎖もまた、任意であるが有利には少量のプロピ
レンオキシドを含んでもよい。
【００６８】
　８．本組成物における使用に適するポリヒドロキシ脂肪酸アミド界面活性剤としては、
構造式Ｒ２ＣＯＮＲ１Ｚを有するものが挙げられ、Ｒ１は、Ｈ、Ｃ１～Ｃ４ヒドロカルビ
ル基、２－ヒドロキシエチル基、２－ヒドロキシプロピル基、エトキシ基、プロポキシ基
、又はこれらの組合せであり；Ｒ２は、直鎖であることができるＣ５～Ｃ３１ヒドロカル
ビルであり；Ｚは、鎖に直接結合した少なくとも３つのヒドロキシル基を有する直鎖ヒド
ロカルビル鎖を有するポリヒドロキシヒドロカルビル、又はこれらのアルコキシル化（好
ましくはエトキシル化、又はプロポキシル化）誘導体である。Ｚは、還元的アミノ化反応
で還元した糖から導くことができる、例えばグリシジル部分である。
【００６９】
　９．脂肪族アルコールと約０～約２５モルのエチレンオキシドとのアルキルエトキシレ
ート縮合生成物は、本組成物における使用に適している。脂肪族アルコールのアルキル鎖
は、直鎖又は分岐鎖、第一級又は第二級のいずれかであることができ、一般に６～２２個
の炭素原子を含むことができる。
【００７０】
　１０．エトキシル化したＣ６～Ｃ１８の脂肪族アルコール、並びにＣ６～Ｃ１８の混合
エトキシル化及びプロポキシル化脂肪族アルコールは、本組成物に使用するのに適する界
面活性剤であり、特に水溶性であるものである。適切なエトキシル脂肪族アルコールは、
３～５０のエトキシル化度を有するＣ６～Ｃ１８エトキシル脂肪族アルコールを含む。
【００７１】
　１１．特に本組成物に使用するのにする非イオン性アルキル多糖類界面活性剤としては
、１９８６年１月２１日に公開されたLlenado等の米国特許第４，５６５，６４７号明細
書に開示されているものが挙げられる。これらの界面活性剤は、約６～約３０個の炭素原
子を含む疎水性基と、多糖、例えばポリグリコシド、約１．３～約１０個の糖単位を含む
親水基とを含む。５又は６個の炭素原子を含むあらゆる還元糖を用いることができ、例え
ば、グルコース、ガラクトース、及びガラクトシル部分は、グルコシル部分に置換するこ
とができる。（任意に、疎水性基を２－，３－，４－等の位置に取り付けると、グルコシ
ド又はガラクトシドとは対照的に、グルコース又はガラクトースが得られる）糖間の結合
は、例えば、更なる糖単位の位置の１つと、先在する糖単位上の２－、３－、４－、及び
／又は６－位との間であることができる。
【００７２】
　１２．本組成物に使用するのに適する脂肪酸アミド界面活性剤は、下式：Ｒ６ＣＯＮ（
Ｒ７）２を有するものが挙げられ、式中、Ｒ６は７～２１個の炭素原子を有するアルキル
基であり、Ｒ７はそれぞれ独立して水素、Ｃ１～Ｃ４アルキル、Ｃ１～Ｃ４ヒドロキシア
ルキル、又は－（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｘＨであり、ｘは１～３である。
【００７３】
　１３．有用な非イオン性界面活性剤の種類としては、アルコキシル化アミン、又は特に
アルコールアルコキシル化／アミノ化／アルコキシル化界面活性剤として定義される種類
が挙げられる。これらの非イオン性界面活性剤は、少なくとも部分的に、一般式：Ｒ２０

－（ＰＯ）ＳＮ－（ＥＯ）ｔＨ、Ｒ２０－（ＰＯ）ＳＮ－（ＥＯ）ｔＨ（ＥＯ）ｔＨ、及
びＲ２０－Ｎ（ＥＯ）ｔＨによって表すことができ、式中、Ｒ２０は、８～２０個、好ま
しくは１２～１４個の炭素原子のアルキル基、アルケニル基、若しくは他の脂肪族基、又
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はアルキル－アリール基であり、ＥＯはオキシエチレンであり、ＰＯはオキシプロピレン
であり、ｓは１～２０、好ましくは２～５であり、ｔは１～１０、好ましくは２～５であ
り、ｕは１～１０、好ましくは２～５である。これらの化合物の範囲内の他の変形として
は、代替の式：Ｒ２０－（ＰＯ）Ｖ－Ｎ［（ＥＯ）ｗＨ］［（ＥＯ）ｚＨ］であり、式中
、Ｒ２０は上記に定義したものであり、ｖは１～２０（例えば、１、２、３、又は４（好
ましくは２））であり、ｗ及びｚは独立して１～１０、好ましくは２～５である。これら
の化合物は、商業的には、非イオン性界面活性剤としてHuntsman Chemicals社から販売さ
れている一連の製品に代表される。この種類の好ましい化学製品としては、SurfonicTMPE
A25アミンアルコキシレートが挙げられる。本発明の組成物にとって好ましいノニオン系
界面活性剤としては、アルコールアルコキシレート、ＥＯ／ＰＯブロックコポリマー、ア
ルキルフェノールアルコキシレート等が挙げられる。
【００７４】
　Schick, M. J.によって編集された論文、「非イオン性界面活性剤論（The treatise No
nionic Surfactants）」、界面活性剤化学シリーズ（the Surfactant Science Series）
の第１巻、Marcel Dekker社、ニューヨーク州、１９８３年は、本発明の実施において一
般的に使用される多種多様な非イオン性化合物の優れた文献である。非イオン性の種類、
及びこれらの界面活性剤の種の典型的なリストは、Laughlin及びHeuringの１９７５年１
２月３０日公開の米国特許第３，９２９，６７８号明細書に記載されている。更なる例は
、「界面活性剤及び洗剤（Surface Active Agents and detergents）」（Schwartz、Perr
y、及びBerchによる、第Ｉ及びＩＩ巻）である。
【００７５】
　半極性非イオン性界面活性剤
　非イオン性界面活性剤の半極性型は、本発明の組成物において有用な他の種類の非イオ
ン性界面活性剤である。一般に、半極性非イオン性のものは高発泡剤及び泡安定剤であり
、これらのＣＩＰ系への適用が制限されることがある。しかしながら、高発泡洗浄方法の
ために設計された本発明の組成上の実施形態においては、半極性非イオン性は即時の有用
性を有する。半極性非イオン性界面活性剤としては、アミンオキシド、ホスフィンオキシ
ド、スルホキシド、及びこれらのアルコキシル化誘導体が挙げられる。
【００７６】
　１４．アミンオキシドは、一般式：
【化５】

　に対応する第三級アミンオキシドであり、式中、矢印は半極性結合の従来表記であり；
Ｒ１、Ｒ２、及びＲ３は、脂肪族、芳香族、複素環式、脂環式、又はこれらの組み合わせ
でもよい。一般に、洗剤に有益なアミンオキシドにとって、Ｒ１は約８～約２４個の炭素
原子のアルキル基であり；Ｒ２及びＲ３は、１～３個の炭素原子のアルキル若しくはヒド
ロキシアルキル、又はこれらの組合せであり；Ｒ２及びＲ３は、互いに結合して、例えば
酸素又は窒素原子を介して環構造を形成することができ；Ｒ４は、２～３個の炭素原子を
含むアルカリ性基又はヒドロキシアルキレン基であり；ｎは０～約２０である。
【００７７】
　有用な水溶性アミンオキシド界面活性剤は、ココナッツ又はタローアルキルジ－（低級
アルキル）アミンオキシド、その具体例としては、ドデシルジメチルアミンオキシド、ト
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リデシルジメチルアミンオキシド、テトラデシルジメチルアミンオキシド、ペンタデシル
ジメチルアミンオキシド、ヘキサデシルジメチルアミンオキシド、ヘプタデシルジメチル
アミンオキシド、オクタデシルジメチルアミンオキシド、ドデシルジプロピルアミンオキ
シド、テトラデシルジプロピルアミンオキシド、ヘキサデシルプロピルアミンオキシド、
テトラデシルジブチルアミンオキシド、オクタデシルジブチルアミンオキシド、ビス（２
－ヒドロキシエチル）ドデシルアミンオキシド、ビス（２－ヒドロキシエチル）－３－ド
デコキシ－１－ヒドロキシプロピルアミンオキシド、ジメチル－（２－ヒドロキシドデシ
ル）アミンオキシド、３，６，９－トリオクタデシルジメチルアミンオキシド、及び３－
ドデコキシ－２－ヒドロキシプロピルジ－（２－ヒドロキシエチル）アミンオキシドから
選択される。
【００７８】
　有用な半極性非イオン性界面活性剤としては、以下の構造：
【化６】

　を有する水溶性ホスフィンオキシドもまた挙げられ、式中、矢印は半極性結合の従来表
記であり；Ｒ１は、鎖長１０～約２４個の炭素原子のアルキル部分、アルケニル部分、又
はヒドロキシアルキル部分であり；Ｒ２及びＲ３は、それぞれ１～３個の炭素原子を含む
アルキル基又はヒドロキシアルキル基から独立して選択されるアルキル部分である。
【００７９】
　有用なホスフィンオキシドの例としては、ジメチルデシルホスフィンオキシド、ジメチ
ルテトラデシルホスフィンオキシド、メチルエチルテトラデシルホスホンオキシド、ジメ
チルヘキサデシルホスフィンオキシド、ジエチル－２－ヒドロキシオクチルデシルホスフ
ィンオキシド、ビス（２－ヒドロキシエチル）ドデシルホスフィンオキシド、及びビス（
ヒドロキシメチル）テトラデシルホスフィンオキシドが挙げられる。
【００８０】
　本明細書において有用な半極性非イオン性界面活性剤としては、以下の構造：
【化７】

　を有する水溶性スルホキシド化合物もまた挙げられ、式中、矢印は半極性結合の従来表
記であり；Ｒ１は、約８～約２８個の炭素原子、０～約５個のエーテル結合、及び０～約
２個のヒドロキシル置換基の、アルキル部分又はヒドロキシアルキル部分であり；Ｒ２は
、１～３個の炭素原子を有するアルキル基及びヒドロキシアルキル基からなるアルキル部
分である。
【００８１】
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　これらのスルホキシドの有用な例としては、ドデシルメチルスルホキシド；３－ヒドロ
キシトリデシルメチルスルホキシド；３－メトキシトリデシルメチルスルホキシド；及び
３－ヒドロキシ－４－ドデコキシブチルメチルスルホキシドが挙げられる。
【００８２】
　本発明の組成物のための半極性非イオン性界面活性剤としては、ジメチルアミンオキシ
ド、例えばラウリルジメチルアミンオキシド、ミリスチルジメチルアミンオキシド、セチ
ルジメチルアミンオキシド、これらの組み合わせ等が挙げられる。有用な水溶性アミンオ
キシド界面活性剤としては、オクチル、デシル、ドデシル、イソドデシル、ココナツ又は
タローアルキルジ－（低級アルキル）アミンオキシドから選択され、その具体例は、オク
チルジメチルアミンオキシド、ノニルジメチルアミンオキシド、デシルジメチルアミンオ
キシド、ウンデシルジメチルアミンオキシド、ドデシルジメチルアミンオキシド、イソド
デシルジメチルアミンオキシド、トリデシルジメチルアミンオキシド、テトラデシルジメ
チルアミンオキシド、ペンタデシルジメチルアミンオキシド、ヘキサデシルジメチルアミ
ンオキシド、ヘプタデシルジメチルアミンオキシド、オクタデシルジメチルアミンオキシ
ド、ドデシルジプロピルアミンオキシド、テトラデシルジプロピルアミンオキシド、ヘキ
サデシルジプロピルアミンオキシド、テトラデシルジブチルアミンオキシド、オクタデシ
ルジブチルアミンオキシド、ビス（２－ヒドロキシエチル）ドデシルアミンオキシド、ビ
ス（２－ヒドロキシエチル）－３－ドデコキシ－１－ヒドロキシプロピルアミンオキシド
、ジメチル－（２－ヒドロキシドデシル）アミンオキシド、３，６，９－トリオクタデシ
ルジメチルアミンオキシド、及び３－ドデコキシ－２－ヒドロキシプロピルジ－（２－ヒ
ドロキシエチル）アミンオキシドである。
【００８３】
　本発明の組成物に使用するのに適する適切なノニオン系界面活性剤としては、アルコキ
シル化界面活性剤が挙げられる。適切なアルコキシル化界面活性剤としては、ＥＯ／ＰＯ
コポリマー、キャップされたＥＯ／ＰＯコポリマー、アルコールアルコキシレート、キャ
ップされたアルコールアルコキシレート、これらの混合物等が挙げられる。溶媒として適
切なアルコキシル化界面活性剤としては、ＥＯ／ＰＯブロックコポリマー、例えばPluron
ic、及び逆転Pluronic界面活性剤；アルコールアルコキシレート、例えばDehypon LS-54
（Ｒ－（ＥＯ）５（ＰＯ）４）、及びDehypon LS-36（Ｒ－（ＥＯ）３（ＰＯ）６）；キ
ャップされたアルコールアルコキシレート、例えばPlurafac LF221、及びTegoten EC11；
これらの混合物等が挙げられる。
【００８４】
　水
　本発明の多くの実施形態は水を含む。当業者であれば、所望のレベルの水硬度及びグレ
インを有する所望の水の等級を選択することができる。本発明の組成物が水を含む場合、
約０質量％～約２０質量％、好ましくは約０．０１質量％～約１５質量％、より好ましく
は約１質量％～約１０質量％、最も好ましくは約２．５質量％～約７．５質量％で含むこ
とができる。使用溶液において、溶液の過半部分が水を含み、好ましくは９０質量％を超
える、より好ましくは９５質量％を超える、そして最も好ましくは９９質量％以上の水を
含む。
【００８５】
　更なる成分
　洗剤組成物の成分は、物品洗浄用途における使用に適する様々な機能性成分と、更に組
み合わせられることができる。いくつかの実施形態において、洗剤組成物は、洗剤組成物
の合計質量の大部分又は更には実質的に全てを形成する、ポリマー系、水、アルカリ源、
及び非イオン性界面活性剤を含む。例えば、いくつかの実施形態において、そこに更なる
機能性成分はほとんど又は全く処方されない。
【００８６】
　他の実施形態において、更なる機能性成分が組成物中に含まれてもよい。機能性成分は
、組成物に所望の特性及び機能性を提供する。本出願において用語「機能性成分」として
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は、使用及び／又は濃縮溶液、例えば水溶液中に分散又は溶解したとき、特定用途に有益
な特性を提供する材料が挙げられる。機能性材料のいくつかの特定の例を以下更に詳細に
述べるが、述べられる特定の材料は単に例として与えられ、広範な種類の他の機能性成分
を使用してもよい。例えば、以下に述べる機能性材料の多くは、洗浄、具体的には物品洗
浄用途又は洗濯用途に使用される材料に関する。しかしながら、他の実施形態は、他の用
途に使用するための機能性成分を含んでもよい。
【００８７】
　洗剤組成物を用いた本発明による組成物及び方法は、ポリマー系、非イオン性界面活性
剤、及びアルカリ源と組み合わせて使用される更なる成分を更に含んでもよい。洗剤組成
物及び使用溶液に取り入れることができ、及び／又は例えば水源に独立して加えることが
できる更なる成分としては、溶媒、染料、香料、抗再析剤、溶解性調整剤、分散剤、すす
ぎ補助剤、腐食防止剤、緩衝剤、消泡剤、酵素、酵素安定剤、抗菌剤、保存料、キレート
剤、漂白剤、漂白活性化剤、抗菌性活性化剤、更なる安定剤、及びこれらの組合せが挙げ
られる。
【００８８】
　酵素
　任意に、本発明による洗剤組成物及び使用方法は、洗浄組成物の使用溶液の汚れ除去を
強化し、再析を防止し、更に泡を低減するための酵素を提供する酵素組成物を含むことが
できる。酵素組成物の目的は、典型的に汚れた表面で見つかり洗剤組成物によって洗浄水
源中へと除去される、付着した汚れ、例えば澱粉又はタンパク質物質を分解することであ
る。酵素組成物は、基材から汚れを除去し、基材表面上への汚れの再析を防止する。酵素
は、更なる洗浄及び洗浄作用の利点、例えば消泡性を提供する。本発明による使用溶液の
洗浄作用による特定の作用機構に限定されないが、洗剤使用溶液中の酵素は、有益にも汚
れの除去、プロテアーゼ酵素を用いた特定のタンパク質の除去を強化し、汚れの再析を防
止し、起泡を低減し、例えば洗剤及び酵素組成物の使用溶液における泡高さを低減する。
低発泡性洗浄酵素の使用溶液の複合的利点は、物品洗浄用途に使用するための水溜水の長
期寿命、並びに物品（及び他の物品）の洗浄の改善の両方を可能にする。
【００８９】
　洗剤組成物又は洗剤使用溶液に取り入れることができる酵素の例示的な種類としては、
アミラーゼ、プロテアーゼ、リパーゼ、セルラーゼ、クチナーゼ、グルカナーゼ、ペルオ
キシダーゼ、及び／又はこれらの混合物が挙げられる。本発明による酵素組成物は、任意
の適切な起源、例えば野菜、動物、細菌、菌類、又は酵母起源からの一種より多い酵素を
使用してもよい。しかしながら、本発明の好ましい実施形態によれば、酵素はプロテアー
ゼである。
【００９０】
　当業者であれば、酵素は特定の種類の汚れに働きかけるよう設計されることが認められ
る。例えば、本発明の一実施形態によれば、プロテアーゼ酵素は物品洗浄機械の高温にお
いて効果的であり、タンパク質ベースの汚れを低減することに効果的であるので、物品洗
浄用途はプロテアーゼ酵素を使用してもよい。プロテアーゼ酵素は、タンパク質、例えば
血液、皮膚スケール、粘液、草、食品（例えば、卵、ミルク、ホウレンソウ、肉の残留物
、トマトソース）等を含む汚れを洗浄するために特に有利である。プロテアーゼ酵素は、
アミノ酸残留物の高分子タンパク質リンクを切断し、基質を、水性の使用溶液中に容易に
溶解又は分散する小さな断片へと変換することができる。プロテアーゼは、加水分解とし
て知られる化学的反応によって汚れを分解する能力があるため、多くの場合洗浄酵素と呼
ばれる。プロテアーゼ酵素は、例えば、バチルスズブチリス（Bacillus subtilis）、バ
チルスリケニフォルミス（Bacillus licheniformis）、及びストレプトマイセスグリセウ
ス（Streptomyces griseus）から得ることができる。プロテアーゼ酵素は、セリンエンド
プロテアーゼとしても商業的に入手可能である。
【００９１】
　商業的に入手可能なプロテアーゼ酵素の例は、以下の商品名：Esperase、Purafect、Pu
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rafect L、Purafect Ox、Everlase、Liquanase、Savinase、Prime L、Prosperase、及びB
lapの下で入手可能である。
【００９２】
　本発明によれば、酵素組成物は、特定の洗浄用途及び洗浄が必要な汚れの種類に基づい
て様々であってよい。例えば、特定の洗浄用途の温度は、本発明による酵素組成物のため
に選択された酵素に影響を与えるであろう。物品洗浄用途は、例えば約６０℃より高い、
又は約７０℃より高い、又は約６５～８０℃の温度で基材を洗浄し、プロテアーゼのよう
な酵素はそのような高温で活性を保持する能力があるため望ましい。
【００９３】
　本発明による酵素組成物は独立した存在であってもよく、及び／又は洗剤組成物と組み
合わせて処方してもよい。本発明の一実施形態によれば、酵素組成物は、液体又は固体の
いずれかの処方の洗剤組成物中に処方してもよい。更に、酵素組成物は、様々な遅延又は
制御された放出処方中に処方してもよい。例えば、固体成型された洗剤組成物は、加熱す
ることなく調製してもよい。当業者であれば、酵素は熱の適用によって変性する傾向があ
り、したがって、洗剤組成物中に酵素を使用するには、固化などの成形処理の工程として
熱に依存しない洗剤組成物の成形方法が必要であることが認められる。
【００９４】
　酵素組成物は、固体（すなわち、パック、粉末等）又は液体処方中で商業的に更に得ら
れることがある。商業的に入手可能な酵素は、一般に、安定剤、緩衝剤、補因子、及び不
活性輸送手段と組み合わせられる。実際の活性酵素含有量は当業者に周知な製造方法に依
存し、そのような製造方法は本発明に重要ではない。
【００９５】
　代替として、酵素組成物は、洗剤組成物とは別に、例えば、特定の使用目的、例えば食
器洗浄機の洗浄液又は洗浄水に直接添加される。
【００９６】
　例えば、本発明によって使用するのに適する酵素組成物の更なる記載は、米国特許第７
，６７０，５４９号明細書、７，７２３，２８１号明細書、７，６７０，５４９号明細書
、７，５５３，８０６号明細書、７，４９１，３６２号明細書、６，６３８，９０２号明
細書、６，６２４，１３２号明細書、及び６，１９７，７３９号明細書、及び米国特許出
願公開第２０１２／００４６２１１号明細書、及び２００４／００７２７１４号明細書に
開示されており、それぞれは参照によってその全体が本明細書に取り入れられる。更に、
カーク－オスマー化学技術百科事典（Kirk-Othmer Encyclopedia of Chemical Technolog
y）、第３版、（編集者Grayson, M.、及びEcKroth, D.）、第９巻、１７３～２２４頁、J
ohn Wiley & Sons、ニューヨーク、１９８０年における、文献「Industrial Enzymes」、
Scott, D.は、その全体が本明細書に取り入れられる。
【００９７】
　安定剤
　本発明の洗剤組成物は、洗剤組成物の使用溶液へと手動で又は自動的に分配してもよい
安定剤（stabilizers）（本明細書において安定剤（stabilizing agent(s)）という）を
更に含んで、活性低下から酵素を安定化してもよい（すなわち、アルカリ性及び高温の条
件下でタンパク質分解活性を保持し又は酵素を保持する）。好ましい実施形態において、
安定剤及び酵素は、本発明による洗剤組成物中に直接処方される。洗剤組成物の処方は、
使用される特定の酵素及び／又は安定剤に基づいて様々であってもよい。澱粉ベース及び
／又はタンパク質ベースの安定剤は、好ましい安定剤である。酵素安定剤を含む実施形態
において、安定剤は、澱粉、ポリ糖（poly sugar）、アミン、アミド、ポリアミド、又は
ポリアミンである。更なる側面において、安定剤は、上記の安定剤のいずれかの組合せで
もよい。
【００９８】
　タンパク質安定剤
　一実施形態において、安定剤は第四級窒素基を含む含窒素基を含んで、酵素の安定性を
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増加させてもよい。好ましい側面において、安定剤はタンパク性物質である。タンパク質
又はタンパク性物質としては、カゼイン、ゼラチン、コラーゲン等が挙げられる。一実施
形態において、タンパク質安定剤は、約１００～２０００ｐｐｍの活物質、好ましくは約
１００～２０００ｐｐｍの活物質、又はより好ましくは約１００～１０００ｐｐｍの活物
質の濃度で使用溶液中に存在する。一実施形態において、酵素に対する安定剤の比率は、
約１０：１～約２００：１、又は約１０：１～約１００：１である。
【００９９】
　一側面において、タンパク質安定剤の平均分子量は、（例えばカゼインについて）約１
０，０００～５００，０００、約３０，０００～２５０，０００、又は約５０，０００～
２００，０００である。本発明による使用に適する例示的なタンパク質としては、例えば
、カゼイン及びゼラチンが挙げられる。本発明によればそのような例示的なタンパク質の
組合せを使用してもよい。商業的に入手可能な例は、カゼイネート及びゼラチンタンパク
質と、他の成分、例えばビタミンＥ及び大豆レシチンとの組合せを提供する、Amino 1000
（GNC社）である。いくつかの側面において、タンパク質安定剤は、本明細書中に定める
特定の範囲より小さい分子量を有する小分子アミノ酸を含まない。
【０１００】
　一側面において、タンパク質安定剤は水に可溶性であってもよく、又は分散可能であっ
てもよい。更なる側面において、タンパク質安定剤としては、変性された又は解かれたタ
ンパク質が挙げられる。様々な商業的に入手可能なタンパク質（例えばカゼイン）は粉末
として販売され、長い化学的鎖として存在する。粉末として市販のものは、タンパク質の
鎖がそれ自身の上に折り畳まれ、水素結合を形成しており、タンパク質を球状形態に保っ
ている。一側面において、タンパク質を解く又は変性させることは、よりランダムな構造
を形成し、本技術分野において知られる方法、例えば水中で煮沸することよって達成する
ことができる。一側面において、変性タンパク質は酵素の安定性のために使用する。
【０１０１】
　一側面において、タンパク質安定剤としては、タンパク質加水分解物、ポリペプチド、
又はタンパク質加水分解物若しくはポリペプチドの天然若しくは合成類縁体を挙げること
もできる。用語「加水分解物」とは、何らかの具体的な加水分解方法によって製造された
特定の物質に限定されず、加水分解によって製造されるあらゆる物質を意味する。用語は
、酵素反応、並びに非酵素反応によって製造された「加水分解物」を含むことを意図する
。「タンパク質加水分解物」は、あらゆる種類又は分類のタンパク質の加水分解によって
製造される加水分解物を意味し、酵素的又は非酵素的方法によって製造してもよい。例示
的なタンパク質加水分解物としては：小麦グルテンからのタンパク質加水分解物、大豆タ
ンパク質酸加水分解物、牛乳からのカゼイン塩酸加水分解物等が挙げられる。
【０１０２】
　一側面において、タンパク質安定剤は、抗菌剤、例えばアミンではない。アミンは、第
一級、第二級、又は第三級アミンを意味する。一側面において、タンパク質安定剤は、抗
菌性アミン及び／又は第四級アンモニウム化合物ではない。
【０１０３】
　澱粉ベースの安定剤
　一実施形態において、安定剤は、澱粉ベースの安定剤、及び任意に更なる食品汚れ成分
（例えば澱粉ベースの安定剤を変更する脂肪又はタンパク質）を含んでもよい。一側面に
おいて、安定剤は、澱粉、多糖類、又はポリ糖である。一実施形態において、澱粉安定剤
は、約１０～２０００ｐｐｍの活物質、好ましくは約１００～２０００ｐｐｍの活物質、
又はより好ましくは約１００～１０００ｐｐｍの活物質の濃度で使用溶液中に存在する。
一実施形態において、酵素に対する安定剤の比率は、約１０：１～約２００：１、又は約
１０：１～約１００：１である。
【０１０４】
　本発明によれば、澱粉は適切な安定剤である。澱粉は、植物及び／又は動物からの食糧
貯蔵材料に関連する。澱粉は、２つの第一の多糖類成分、直鎖種アミロース、及び高分岐
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種アミロペクチンを含む。
【０１０５】
　本発明によれば、多糖類は適切な安定剤である。本明細書に参照されるように、多糖類
は、高分子量炭水化物、例えば単糖類残基、最も一般的には５つ以上の単糖類残基の縮合
ポリマーが挙げられる。多糖類は、置換又は置換でもよく、及び／又は分岐若しくは直鎖
であってよく、糖類モノマー（例えばグルコース、アラビノース、マンノース等）の間に
α結合（linkages）及び／又はβ結合（linkages）又は結合（bonds）を有していてもよ
い。
【０１０６】
　一側面において、多糖類は、α－１，４結合した置換された又は置換された、グルコー
スモノマー、無水グルコースモノマー、末端無水グルコースモノマー、又はこれらの組み
合わせを有する末端基を有する。本明細書において用いる「末端」とは、多糖類の末端又
は末端部分に存在するモノマー又はモノマーの群を意味する。本明細書に記載されている
全ての多糖類は少なくとも２つの末端部分を有し、非置換直鎖多糖類は２つの末端部分を
有し、置換直鎖多糖類は少なくとも２つの末端部分を有し、置換又は非置換の分岐多糖類
は少なくとも３つの末端部分を有する。
【０１０７】
　他の側面において、多糖類は、少なくとも３つのα－１，４結合した、置換又は非置換
のグルコースモノマー、無水グルコースモノマー、末端無水グルコースモノマー、又はこ
れらの組み合わせを有する末端基を有する。
【０１０８】
　一実施形態において、多糖類酵素安定剤は、ホモ又はヘテロ多糖類、例えば、糖類モノ
マーの間にα－結合（linkages）又は結合（bonds）のみを含む多糖類である。糖類モノ
マーの間のα－結合によって、糖類モノマーの間の結合は、アノマー、例えば、二糖類（
＋）マルトース、又は４－Ｏ－（α－Ｄ－グルコピラノシル）－Ｄ－グルコピラノース、
二糖類（＋）－セロビオース、又は４－Ｏ－（β－Ｄ－グルコピラノシル）－Ｄ－グルコ
ピラノースであるという、その従来の意味を有することが理解される。
【０１０９】
　他の側面において、多糖類酵素安定剤はホモ又はヘテロ多糖類であり、グルコースモノ
マーのみを含んでもよく、又は過半数のグルコースモノマーがα－１，４結合によって結
合したグルコースモノマーのみを含む多糖類であってもよい。グルコースは、６つの炭素
原子を含むアルドヘキソース又は単糖類である。それは、還元糖（例えばグルコース、ア
ラビノース、マンノース等、ほとんどの二糖類、すなわち、マルトース、セロビオース、
及びラクトース）でもある。
【０１１０】
　他の実施形態において、多糖類酵素安定剤は、α－１，４結合したモノマー対α－１，
６結合したモノマーのあらゆる比を有する置換又は非置換グルコースモノマーである。し
たがって、グルコースモノマーは、任意の適切な場所（例えば１、４又は６の位置）を介
して、多糖類鎖に接続していてもよい。任意の特定の酵素安定剤の１ＨのＮＭＲスペクト
ル（プロトンＮＭＲ）を調べることによって、α－１，４、α－１，６、α－１，３、α
－２，６結合の数を決定することができる。
【０１１１】
　本発明によれば、ポリ糖は適切な安定剤である。有益にも、ポリ糖は生物分解可能であ
り、多くの場合、一般に安全と認められるもの（Generally Recognized As Safe）（ＧＲ
ＡＳ）に分類される。
【０１１２】
　例示的な安定剤としては、限定されないが：アミロース、アミロペクチン、ペクチン、
イヌリン、変性イヌリン、ジャガイモ澱粉（例えばジャガイモの芽／フレーク）、変性ジ
ャガイモ澱粉、コーンスターチ、変性コーンスターチ、小麦澱粉、変性小麦澱粉、米澱粉
、変性米澱粉、セルロース、変性セルロース、デキストリン、デキストラン、マルトデキ
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ストリン、シクロデクストリン、グリコーゲン、オリゴフルクトース、及び他の可溶性又
は部分的に可溶性の澱粉が挙げられる。特に適切な安定剤としては、限定されないが：イ
ヌリン、カルボキシメチルイヌリン、ジャガイモ澱粉、カルボキシメチルセルロースナト
リウム、直鎖スルホン化α－（１，４）－結合Ｄ－グルコースポリマー、シクロデクスト
リン等が挙げられる。本発明の一実施形態によれば安定剤の組合せを使用してもよい。変
性安定剤を使用してもよく、更なる食品汚れ成分は安定剤と組み合わせられる（例えば脂
肪及び／又はタンパク質）。
【０１１３】
　一実施形態において、澱粉ベースの安定剤は、アミロペクチン及び／又はアミロースを
含む澱粉である。更なる実施形態において、安定剤はジャガイモ澱粉である。更なる実施
形態において、澱粉ベースの安定剤は、アミロペクチン及び／又はイヌリンを含む澱粉、
例えばタンパク質で変更した、例えばタンパク質と組み合わせたジャガイモ澱粉である。
【０１１４】
　安定剤処方
　本発明による安定剤は、独立した存在であってもよく、及び／又は洗剤組成物と組み合
わせて処方してもよい。本発明の一実施形態によれば、安定剤は、液体又は固体のいずれ
かの処方の（酵素を有する又は有しない）洗剤組成物中に処方してもよい。更に、安定剤
組成物は、様々な遅延又は制御された放出の処方中に処方してもよい。例えば、固体成型
された洗剤組成物は、加熱することなく調製してもよい。代替として、安定剤は、洗剤組
成物とは別に、例えば、特定の使用目的、例えば食器洗浄機の洗浄液又は洗浄水に直接添
加される。
【０１１５】
　酵素及び安定剤を利用する一実施形態において、安定剤は、酵素と共に濃縮固体洗剤中
に処方することが好ましい。好ましい側面において、安定剤は、洗剤処方中の酵素にとっ
て必要な安定化のみを提供する。そのような好ましい側面では、他のいかなる安定剤も使
用せず、例えば以下の安定剤：ホウ素化合物（例えばホウ砂、酸化ホウ素、アルカリ金属
ボレート、ホウ酸エステル、ホウ酸のアルカリ金属塩等）、及びカルシウム化合物の一つ
又は複数をいずれも使用しない。安定剤を使用する好ましい実施形態において、安定剤及
び洗剤組成物はホウ酸又はホウ酸塩を含まない。
【０１１６】
　更なる酵素安定剤
　当業者であれば、本発明による使用に適する酵素組成物のための適切な酵素安定剤及び
／又は安定化系、例えば米国特許第７，５６９，５３２号明細書、及び米国特許第６，６
３８，９０２号明細書に記載されているものを確認することができ、これらはその全体が
本明細書中に取り入れられる。本発明の一実施形態によれば、酵素安定化系は炭酸塩及び
重炭酸塩の混合物を含んでもよく、また、他の成分を含んで特定の酵素を安定させ、又は
炭酸塩及び重炭酸塩の混合物の効果を強化若しくは維持することもできる。酵素安定剤は
、ホウ素化合物又はカルシウム塩を更に含んでもよい。例えば、酵素安定剤は、ボロン酸
、ホウ酸、ボレート、ポリボレート、及びこれらの組み合わせからなる群から選択される
ホウ素化合物であってもよい。
【０１１７】
　酵素安定剤は、存在する塩素漂白剤種が特にアルカリ性の条件下で酵素を攻撃して不活
性化することを防止するために添加される塩素漂白剤捕捉剤を含んでもよい。したがって
、本発明によれば、酵素安定剤として適切な塩素捕捉アニオンを加えて、酵素組成物の失
活を防止してもよい。例示的な塩素捕捉アニオンとしては、亜硫酸塩、重亜硫酸塩、チオ
亜硫酸塩、チオ硫酸塩、ヨウ化物等とともにアンモニウムカチオンを含む塩が挙げられる
。抗酸化剤、例えばカルバメート、アスコルベート等、有機アミン、例えばエチレンジア
ミン四酢酸（ＥＤＴＡ）、又はこれらのアルカリ金属塩、モノエタノールアミン（ＭＥＡ
）、及びこれらの混合物もまた用いることができる。
【０１１８】
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　すすぎ補助剤
　洗剤組成物はすすぎ補助剤組成物を任意に含むことができ、例えばすすぎ補助剤処方は
、固体組成物の他の任意成分と組み合わせた湿潤剤又はシーティング剤を含む。すすぎ補
助剤成分は、例えば物品洗浄プロセスにおいて、すすぎ水の表面張力を低減して、シーテ
ィング作用を促進し、及び／又はすすぎが終了したあと玉になった水によって生じるスポ
ッティング若しくはストリーキングを防止することができる。シーティング剤の例として
は、限定されないが：ホモポリマー、又はブロック若しくはヘテリックコポリマー構造の
エチレンオキシド、プロピレンオキシド、又はこれらの混合物から調製されるポリエーテ
ル化合物が挙げられる。そのようなポリエーテル化合物は、ポリアルキレンオキシドポリ
マー、ポリオキシアルキレンポリマー、又はポリアルキレングリコールポリマーとして知
られている。そのようなシーティング剤は、相対的に疎水性の領域と、相対的に親水性の
領域とを要し、分子に界面活性剤特性を提供する。すすぎ補助剤組成物を使用する場合、
１サイクルにつき約１～約５ミリリットルで存在することができ、１サイクルは約６．５
リットルの水を含む。
【０１１９】
　増粘剤
　本発明において有用な増粘剤としては、アルカリ性系と適合するものが挙げられる。洗
剤組成物の粘度は増粘剤の量とともに増加し、粘性組成物は、洗剤組成物を表面に粘着さ
せる用途に有用である。適切な増粘剤としては、処理される表面上に混入残留物を残さな
いものが挙げられる。一般に、本発明に使用してもよい増粘剤としては、天然ゴム、例え
ば植物粘液からのキサンタンゴム、グアーゴム、変性グアー、又は他のゴム；多糖類ベー
スの増粘剤、例えばアルギナート、澱粉、及びセルロースポリマー（例えば、カルボキシ
メチルセルロース、ヒドロキシエチルセルロース等）；ポリアクリレート増粘剤；並びに
親水コロイド増粘剤、例えばペクチンが挙げられる。一般に、本組成物又は方法に使用さ
れる増粘剤の濃度は、最終組成物における所望の粘度によって決まる。しかしながら、一
般的な指針として、存在する場合、本組成物内の増粘剤の粘度は、約０．１質量％～約３
質量％、約０．１質量％～約２質量％、又は約０．１質量％～約０．５質量％である。
【０１２０】
　染料及び香料
　洗剤組成物は、様々な染料、臭気物質、例えば香料、及び他の美的強化剤を含んでもよ
い。染料を含んで組成物の外見を変えてもよく、例えば、あらゆる種類のＦＤ＆Ｃ染料、
Ｄ＆Ｃ染料等である。更なる適切な染料としては、例えば、Direct Blue 86（Miles社）
、Fastusol Blue（Mobay Chemical社）、Acid Orange 7（American Cyanamid社）、Basic
 Violet 10（Sandoz社）、Acid Yellow 23（GAF社）、Acid Yellow 17（Sigma Chemical
社）、Sap Green（Keystone Analine and Chemical社）、Metanil Yellow（Keystone Ana
line and Chemical社）、Acid Blue 9（Hillton Davis社）、Sandolan Blue / Acid Blue
 182（Sandoz社）、Hisol Fast Red（Capitol Color and Chemical社）、Fluorescein（C
apitol Color and Chemical社）、Acid Green 25（Chiba-Geigy社）、Pylakor Acid Brig
ht Red （Pylam社）等が挙げられる。組成物中に含まれてもよい芳香剤又は香料としては
、例えば、テルペノイド、例えばシトロネロール、アルデヒド、例えば、アミルシンナム
アルデヒド、ジャスミン、例えばＣ１Ｓ－ジャスミン、又はジャスマル、バニリン等が挙
げられる。
【０１２１】
　漂白剤
　洗剤組成物は、表面を明るく又は白くするための漂白剤を任意に含むことができ、洗浄
工程の間に典型的に遭遇する条件下で活性ハロゲン種、例えばＣｌ２、Ｂｒ２、－ＯＣｌ
－、及び／又は－ＯＢｒ－等を放出することができる漂白化合物を含むことができる。適
切な漂白剤の例としては、限定されないが：塩素含有化合物、例えば塩素、次亜塩素酸塩
、又はクロラミンが挙げられる。適切なハロゲン放出化合物の例としては、限定されない
が：アルカリ金属ジクロロイソシアヌル酸塩、アルカリ金属次亜塩素酸塩、モノクロラミ
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ン、及びジクロラミンが挙げられる。封入された塩素源を用いて、組成物中の塩素源の安
定性を強化してもよい（例えば、引用により開示が本明細書に含まれる、米国特許第４，
６１８，９１４号明細書、及び４，８３０，７７３号明細書を参照。）。漂白剤は、活性
酸素源を含む又は活性酸素源として機能する剤を含んでもよい。活性酸素化合物は活性酸
素源を提供するよう作用し、水溶液中に活性酸素を放出することがある。活性酸素化合物
は無機、有機、又はこれらの混合物であることができる。適切な活性酸素化合物の例とし
ては、限定されないが：活性化剤、例えばテトラアセチルエチレンジアミンを有する及び
有しない、過酸素化合物、過酸素化合物付加体、過酸化水素、過ホウ酸塩、炭酸ナトリウ
ム過酸化水和物、ホスフェート過酸化水素化物、モノ過硫酸カリウム、並びに過ホウ酸ナ
トリウム一水和物及び四水和物が挙げられる。
【０１２２】
　殺菌剤／抗菌剤
　洗剤組成物は、殺菌剤（又は抗菌剤）を任意に含むことができる。殺菌剤は抗菌剤とし
ても知られ、材料系、表面などの微生物汚染及び劣化を防止するために用いることができ
る化学的組成物である。一般に、これらの材料は、フェノール化合物、ハロゲン化合物、
第四級アンモニウム化合物、金属誘導体、アミン、アルカノールアミン、ニトロ誘導体、
アニリド、有機硫黄及び硫黄－窒素化合物などの化合物を含む特定の分類に入る。
【０１２３】
　所定の抗菌剤は、化学的組成及び濃度に応じて、細菌数の更なる増殖を単に制限しても
よく、又は微生物個体群の全体若しくは一部を破壊してもよい。用語「細菌」及び「微生
物」とは、主に細菌、ウイルス、酵母、胞子、及び真菌微生物を典型的に意味する。使用
において、抗菌剤は典型的に固体機能性材料へと成形され、固体機能性材料は、任意に例
えば水性の流れを使用して希釈及び分配したとき水性の消毒剤又は殺菌剤組成物を形成し
、様々な表面に接触させて、結果として微生物個体群の一部の成長を防止し又は殺すこと
ができる。微生物個体群の指数減少値３は、結果として殺菌剤組成物になる。例えば、抗
菌剤はカプセル化して、その安定性を改善することができる。
【０１２４】
　適切な抗菌剤の例としては、限定されないが、フェノール抗菌剤、例えばペンタクロロ
フェノール；オルトフェニルフェノール；クロロ－ｐ－ベンジルフェノール；ｐ－クロロ
－ｍ－キシレノール；第四級アンモニウム化合物、例えばアルキルジメチルベンジルアン
モニウムクロライド；アルキルジメチルエチルベンジルアンモニウムクロライド；オクチ
ルデシルジメチルアンモニウムクロライド；ジオクチルジメチルアンモニウムクロライド
；及びジデシルジメチルアンモニウムクロライドが挙げられる。適切なハロゲン含有抗菌
剤の例としては、限定されないが：トリクロロイソシアン酸ナトリウム、ジクロロイソシ
アン酸ナトリウム（無水物又は二水和物）、ヨウ素－ポリ（ビニルピロリジノン）錯体、
臭素化合物、例えば２－ブロモ－２－ニトロプロパン－１，３－ジオール、及び第四級抗
菌剤、例えば塩化ベンザルコニウム、ジデシルジメチルアンモニウムクロライド、二ヨウ
化塩化コリン、及びテトラメチルホスホニウムトリブロミドが挙げられる。他の抗菌組成
物、例えばヘキサヒドロ－１、３、５－トリス（２－ヒドロキシエチル）－ｓ－トリアジ
ン、ジチオカルバメート、例えばジメチルジチオカルバミン酸ナトリウム、及び様々な他
の材料は、本技術分野において抗菌性特性があることで知られている。
【０１２５】
　活性酸素化合物、例えば漂白剤の項で上述したものもまた抗菌剤として機能することが
あり、更には殺菌活性を提供する可能性があることも理解すべきである。実際、いくつか
の実施形態において、活性酸素化合物が抗菌剤として機能する能力は、組成物中の更なる
抗菌剤の必要性を低減する。例えば、過炭酸塩組成物は優れた抗菌作用を提供することが
実証された。
【０１２６】
　活性化剤
　いくつかの実施形態において、洗剤組成物を使用したとき活性酸素と反応して活性化成
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分を形成する材料を添加することによって、洗剤組成物の抗菌活性又は漂白活性を強化す
ることができる。例えば、いくつかの実施形態において、過酸又は過酸塩が形成される。
例えば、いくつかの実施形態において、テトラアセチルエチレンジアミンが洗剤組成物中
に含まれ、活性酸素と反応して、抗菌剤として機能する過酸又は過酸塩を形成することが
できる。活性酸素活性化剤の他の例としては、遷移金属及びそれらの化合物、カルボキシ
ル、ニトリル、若しくはエステル部分を含む化合物、又は本技術分野において知られてい
る他のそのような化合物が挙げられる。一実施形態において、活性化剤としては、テトラ
アセチルエチレンジアミン；遷移金属；カルボキシル、ニトリル、アミン、又はエステル
部分を含む化合物；又はこれらの混合物が挙げられる。いくつかの実施形態において、活
性酸素化合物のための活性化剤は、活性酸素と組み合わせて、抗菌剤を形成する。
【０１２７】
　本発明の洗剤組成物及び使用方法は、より低温で活性酸素種を解放することができる漂
白活性剤を含んでもよい。この種の漂白活性剤は、多くの場合漂白剤前駆体と呼ばれ、本
技術分野において多くの例が知られており、米国特許第３，３３２，８８２号明細書、及
び米国特許第４，１２８，４９４号明細書などの文献に広く記載されており、これらは引
用によりその全体が本明細書に取り入れられる。好ましい漂白活性剤としては、テトラア
セチルエチレンジアミン（ＴＡＥＤ）、ノナノイルオキシベンゼンスルホン酸ナトリウム
（ＳＮＯＢＳ）、グルコースペンタアセテート（ＧＰＡ）、テトラアセチルメチレンジア
ミン（ＴＡＭＤ）、トリアセチルシアヌレート、ナトリウムスルホニルエチル炭酸エステ
ル、ナトリウムアセチルオキシベンゼン、及び国際公開第９１／１０７１９号に開示され
ているモノ長鎖アシルテトラアセチルグルコースであり、また、米国特許第４，７５１，
０１５号明細書、及び米国特許第４，８１８，４２６号明細書に開示されている他の活性
化剤、例えばコリンスルホフェニル炭酸塩（ＣＳＰＣ）を用いることもでき、これらは引
用によりその全体が本明細書に取り入れられる。
【０１２８】
　ペルオキシ安息香酸前駆体は、引用により本明細書に取り入れられる英国特許出願公開
第８３６，９８８号明細書Ａに記載されている技術分野において知られている。適切な前
駆体の例は、フェニルベンゾアート、フェニルｐ－ニトロベンゾアート、ｏ－ニトロフェ
ニルベンゾアート、ｏ－カルボキシフェニルベンゾアート、ｐ－ブロモフェニルベンゾア
ート、ベンゾイルオキシベンゼンスルホン酸ナトリウム又はカリウム、及び無水安息香酸
である。好ましい過酸素漂白剤前駆体は、ｐ－ベンゾイルオキシ－ベンゼンスルホン酸ナ
トリウム、Ｎ，Ｎ，Ｎ，Ｎ－テトラアセチルエチレンジアミン（ＴＥＡＤ）、ノナノイル
オキシベンゼンスルホン酸ナトリウム（ＳＮＯＢＳ）、及びコリンスルホフェニルカーボ
ネート（ＣＳＰＣ）である。本発明の洗剤組成物中の漂白活性剤の量は、好ましくは３０
質量％以下、より好ましくは２０質量％以下、最も好ましくは１０質量％以下である。
【０１２９】
　いくつかの実施形態において、洗剤組成物は固体ブロックの形態であり、活性酸素のた
めの活性化剤材料を固体ブロックに組み合わせる。活性化剤は、一方の固体洗剤組成物を
他方に組み合わせるあらゆる様々な方法によって、固体ブロックに組み合わせることがで
きる。例えば、活性化剤は、固体ブロックへと結合（bound）、付着（affixed）、接着（
glued）、又はそうでなければ接着（adhered）した固体の形態であることができる。代替
として、固体活性化剤は、ブロック周辺に形成され、ブロックを覆うことができる。更な
る例によって、固体活性化剤は、洗剤組成物のための容器又はパッケージによって、例え
ば可塑性又は収縮性のラップ又はフィルムによって、固体ブロックに組み合わせることが
できる。
【０１３０】
　ビルダー剤又は充填材
　洗剤組成物は、少量であるが有効量の一つ又は複数の充填材を任意に含むことができ、
充填材はそれ自体必ずしも洗浄剤として機能するわけではないが、洗浄剤と協働して組成
物全体の洗浄能力を強化することがある。適切な充填材の例としては、限定されないが：
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硫酸ナトリウム、塩化ナトリウム、澱粉、糖、及びＣ１～Ｃ１０アルキレングリコール、
例えばプロピレングリコールが挙げられる。
【０１３１】
　消泡剤
　洗剤組成物は、泡の安定性を低減するための、少量であるが有効量の消泡剤を任意に含
むことができる。適切な消泡剤の例としては、限定されないが：シリコーン化合物、例え
ばポリジメチルシロキサン中に分散したシリカ、脂肪アミド、炭化水素ワックス、脂肪酸
、脂肪族エステル、脂肪族アルコール、脂肪酸石鹸、エトキシレート、鉱油、ポリエチレ
ングリコールエステル、及びアルキルリン酸エステル、例えばリン酸モノステアリルが挙
げられる。消泡剤に関する議論は、例えば、Martin等に対する米国特許第３，０４８，５
４８号明細書、Brunelle等に対する米国特許第３，３３４，１４７号明細書、Rue等に対
する米国特許第３，４４２，２４２号明細書に見られ、これらの開示は引用により本明細
書中に含まれる。
【０１３２】
　抗再析剤
　洗剤組成物は、洗浄溶液中の汚れの懸濁液の維持を促進し、洗浄されている表面上へ除
去された汚れが再堆積することを防止することができる更なる抗再析剤を任意に含むこと
ができる。適切な抗再析剤の例としては、限定されないが：脂肪酸アミド、フルオロカー
ボン界面活性剤、錯リン酸エステル、ポリアクリレート、スチレン無水マレイン酸コポリ
マー、及びセルロース誘導体、例えばヒドロキシエチルセルロース、ヒドロキシプロピル
セルロースが挙げられる。
【０１３３】
　更なる安定剤
　洗剤組成物は、更なる安定剤を含んでもよい。適切な安定剤の例としては、限定されな
いが：ボレート、カルシウム／マグネシウムイオン、プロピレングリコール、及びこれら
の混合物が挙げられる。
【０１３４】
　分散剤
　洗剤組成物は、分散剤を含んでもよい。固体洗剤組成物に使用することができる適切な
分散剤の例としては、限定されないが：マレイン酸／オレフィンコポリマー、ポリアクリ
ル酸、及びその混合物が挙げられる。
【０１３５】
　硬化剤／溶解性調節剤
　洗剤組成物は、少量であるが有効量の硬化剤を含んでもよい。適切な硬化剤の例として
は、限定されないが：アミド、例えばステアリン酸モノエタノールアミド又はラウリン酸
ジエタノールアミド、アルキルアミド、固体ポリエチレングリコール、固体ＥＯ／ＰＯブ
ロックコポリマー、酸又はアルカリ性の処理プロセスをとおして水溶性にした澱粉、及び
冷却すると被加熱組成物に凝固特性を与える様々な無機物が挙げられる。そのような化合
物は、洗浄剤及び／又は他の活性成分が固体組成物から長時間にわたって分配されること
があるように、使用の間、水性媒体への組成物の溶解性を変化させることもある。
【０１３６】
　補助剤
　洗剤組成物は、あらゆる補助剤を含むこともできる。具体的には、洗剤組成物は、組成
物に加えることができるあらゆる他の成分のうち、安定剤、湿潤剤、発泡剤、腐食防止剤
、殺生物剤、及び過酸化水素を含むことができる。そのような補助剤は、本組成物ととも
に予め処方することができ、又は本組成物の添加と同時若しくは後でさえ系に添加するこ
とができる。洗剤組成物は、用途によって必要に応じて、公知で本組成物の活性を促進す
ることができるあらゆる他の成分を含むこともできる。
【０１３７】
　界面活性剤
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　洗剤組成物は、更なる界面活性剤を含むこともできる。更なる界面活性剤としては、非
イオン性界面活性剤、半極性非イオン性界面活性剤、カチオン性界面活性剤、アニオン性
界面活性剤、両性界面活性剤、双性界面活性剤、及びこれらの組合せが挙げられる。
【０１３８】
　非イオン性界面活性剤
　有用な非イオン性界面活性剤は、有機疎水性基及び有機親水性基の存在下によって一般
に特徴づけられ、典型的には、有機脂肪族、アルキル芳香族、又はポリオキシアルキレン
疎水性化合物と、慣行上エチレンオキシド又はその多水和反応生成物のポリエチレングリ
コールである親水性アルカリ性酸化物部分との縮合によって製造される。実際は、反応性
水素原子を有する、ヒドロキシル基、カルボキシル基、アミノ基、又はアミド基を有する
あらゆる疎水性化合物と、エチレンオキシド、又はその多水和付加体、又はそのアルコキ
シレンとの混合物、例えばプロピレンオキシドとの混合物とを縮合させて、非イオン性界
面活性剤を形成することができる。あらゆる特定の疎水性化合物と縮合させた親水性ポリ
オキシアルキレン部分の長さは容易に調整することができ、所望の程度の親水性特性と疎
水性特性とのバランスを有する水分散可能又は水溶性の化合物を得ることができる。
【０１３９】
　有用な非イオン性界面活性剤としては：
　１．開始剤反応性水素化合物としての、プロピレングリコール、エチレングリコール、
グリセロール、トリメチロールプロパン、及びエチレンジアミンに基づくポリオキシプロ
ピレン－ポリオキシエチレンブロックポリマー化合物。開始剤の逐次的なプロポキシル化
及びエトキシル化から作られるポリマー化合物の例は、BASF社によって製造されている、
商品名Pluronic（登録商標）及びTetronic（登録商標）の下で商業的に入手可能である。
Pluronic（登録商標）化合物は、エチレンオキシドと、プロピレングリコールの２つのヒ
ドロキシル基にプロピレンオキシドを付加することによって形成される疎水性塩基とを縮
合させることによって形成される、二官能基（２つの反応性水素）化合物である。疎水性
部分の分子量は約１，０００～約４，０００である。次にエチレンオキシドを付加して、
最終的な分子量の約１０質量％～約８０質量％を構成するよう長さを制御した親水基の間
にこの疎水部を挟む。Tetronic（登録商標）化合物は、エチレンジアミンへのプロピレン
オキシド及びエチレンオキシドの逐次的な付加から導かれる、四官能性ブロックコポリマ
ーである。プロピレンオキシド水素型の分子量は約５００～約７，０００であり；親水性
エチレンオキシドを、分子量の約１０質量％～約８０質量％を構成するよう付加する。
【０１４０】
　２．アルキル鎖が、直鎖若しくは分岐鎖構造、又は一つ若しくは二つのアルキル構成部
分であり、約８～約１８個の炭素原子を含む、１モルのアルキルフェノールと、約３～約
５０モルのエチレンオキシドとの縮合生成物。アルキル基は、例えば、ジイソブチレン、
ジアミル、重合プロピレン、イソオクチル、ノニル、及びジノニルに代表されることがで
きる。これらの界面活性剤は、アルキルフェノールの、ポリエチレンオキシド縮合物、ポ
リプロピレンオキシド縮合物、及びポリブチレンオキシド縮合物であることができる。こ
の化学物質の商業的な化合物の例は、Rhone-Poulenc社によって製造されている商品名Ige
pal（登録商標）、及びUnion Carbide社によって製造されているTriton（登録商標）の下
、市場から入手できる。
【０１４１】
　３．飽和又は不飽和の、直鎖又は分岐鎖の、約６～約２４個の炭素原子を有する、１モ
ルのアルコールと、約３～約５０モルのエチレンオキシドとの縮合生成物。アルコール部
分は、上記で説明した炭素の範囲のアルコールの混合物から成ることができ、又はこの範
囲内の特定の炭素原子数を有するアルコールから成ることができる。商業的な界面活性剤
の例は、Shell Chemical社によって製造されている商品名NeodolTM、及びVista Chemical
社によって製造されているAlfonicTMの下で入手可能である。
【０１４２】
　４．飽和又は不飽和の、直鎖又は分岐鎖の、約８～約１８個の炭素原子を有する、１モ
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ルのカルボン酸と、約６～約５０モルのエチレンオキシドとの縮合生成物。酸性部分は、
上記に定義した炭素原子の範囲の酸の混合物から成ることができ、又はその範囲内の特定
の炭素原子数を有する酸から成ることができる。この化学物質の商業的な化合物の例とし
ては、Henkel社によって製造されている商品名NopalcolTM、及びLipo Chemicals社によっ
て製造されているLipopegTMの下で商業的に入手可能である。
【０１４３】
　一般にポリエチレングリコールエステルと呼ばれるエトキシル化カルボン酸に加えて、
グリセリド、グリセリン、及び多価（糖類、又はソルビタン／ソルビトール）アルコール
との反応によって形成した他のアルカノン酸エステルは、特殊な実施形態、特に間接的な
食品添加剤用途のための本発明に適する。これらのエステル部分は全て、これらの分子上
に一つ以上の反応性水素部位を有しており、更なるアシル化又はエチレンオキシド（アル
コキシド）を付加してこれらの材料の親水性を制御することができる。これらの脂肪エス
テル又はアシル化した炭水化物を、アミラーゼ及び／又はリパーゼ酵素を含む本発明の組
成物に加える場合は、不適合である可能性があるため、注意しなければならない。
【０１４４】
　非イオン性低発泡性界面活性剤の例としては、以下のものが挙げられる。
　５．エチレンオキシドをエチレングリコールに付加して所定の分子量の親水性を提供し
；次にプロピレンオキシドを付加して、分子の外側（末端）上に疎水性ブロックを得るこ
とによって変性し、本質的に逆転させた、（１）からの化合物。中心に親水部を有する分
子量約１，０００～約３，１００の疎水性部分は、最終的な分子の１０質量％～約８０質
量％である。これらの逆転PluronicTMは、BASF社によって商品名PluronicTMR界面活性剤
の下で製造されている。同様に、TetronicTMR界面活性剤は、エチレンジアミンに、エチ
レンオキシド及びプロピレンオキシドを逐次的に付加することによって、BASF社によって
製造されている。中心に親水部を有する分子量約２，１００～約６，７００の疎水性部分
は、最終的な分子の１０質量％～８０質量％を構成する。
【０１４５】
　６．末端ヒドロキシ基又は（多官能性部分の）基を「キャッピング」又は「末端ブロッ
キング」することによって変性して、小さい疎水性分子、例えばプロピレンオキシド、ブ
チレンオキシド、塩化ベンジル；及び１～約５つの炭素原子を含む短鎖脂肪酸、アルコー
ル、又はハロゲン化アルキル；並びにこれらの混合物との反応による発泡を減らした、（
１）、（２）、（３）、及び（４）の群からの化合物。反応剤、例えば末端ヒドロキシ基
を塩素基へと変換する塩化チオニルもまた挙げられる。末端ヒドロキシ基に対するそのよ
うな変形は、全てブロック、ブロック－ヘテリック（heteric）、ヘテリック－ブロック
、又は全てヘテリックの非イオン性へと誘導することがある。
【０１４６】
　有効な低発泡性非イオン性物質の更なる例としては、以下のものが挙げられる。
　７．１９５９年９月８日に公開されたBrown等の米国特許第２，９０３，４８６号明細
書のアルキルフェノキシポリエトキシアルカノールであって、下式：
【化８】

　で表され、式中、Ｒは８～９個の炭素原子のアルキル基であり、Ａは３～４個の炭素原
子のアルキレン鎖であり、ｎは７～１６の整数であり、ｍは１～１０の整数である、アル
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キルフェノキシポリエトキシアルカノール。
【０１４７】
　１９６２年８月７日に公開されたMartin等の米国特許第３，０４８，５４８号明細書の
ポリアルキレングリコール縮合物であって、親水性オキシエチレン鎖及び疎水性オキシプ
ロピレン鎖を交互に有し、末端の疎水性鎖の質量、中間の疎水性単位の質量、及び架橋し
た親水性単位の質量が、それぞれ縮合物の約１／３を占める、ポリアルキレングリコール
縮合物。
【０１４８】
　１９６８年５月７日に公開されたLissant等の米国特許第３，３８２，１７８号明細書
に開示された、一般的式Ｚ［（ＯＲ）ｎＯＨ］ｚを有する消泡性非イオン性界面活性剤で
あって、Ｚはアルコキシル化可能（alkoxylatable）な材料であり、Ｒはエチレン及びプ
ロピレンであることができるアルカリ性オキシドから導かれる基であり、ｎは例えば１０
～２，０００又は２，０００より大きい整数であり、ｚは反応性のオキシアルキル化可能
（oxyalkylatable）な基の数によって決定される整数である、消泡性非イオン性界面活性
剤。
【０１４９】
　１９５４年５月４日に公開されたJackson等の米国特許第２，６７７，７００号明細書
に記載されており、式Ｙ（Ｃ３Ｈ６Ｏ）ｎ（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｍＨに対応する複合ポリオキシ
アルキレン化合物であって、Ｙは約１～６個の炭素原子及び１つの反応性水素原子を有す
る有機化合物の残基であり、ｎはヒドロキシル基の数によって定まり、少なくとも約６．
４の平均値を有し、ｍはオキシエチレン部が分子の約１０質量％～約９０質量％を構成す
るような値を有する、複合ポリオキシアルキレン化合物。
【０１５０】
　１９５４年４月６日に公開されたLundsted等の米国特許第２，６７４，６１９号明細書
に記載されている、式Ｙ［（Ｃ３Ｈ６Ｏｎ（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｍＨ］ｘを有する複合ポリオキ
シアルキレン化合物であって、Ｙは、約２～６個の炭素原子を有しｘ個の反応性水素原子
を含む有機化合物の残基であり、ｘは少なくとも約２の値を有し、ｎはポリオキシプロピ
レン疎水性塩基の分子量が少なくとも約９００になるような値を有し、ｍは分子のオキシ
エチレン含有量が約１０質量％～約９０質量％になるような値を有する、複合ポリオキシ
アルキレン化合物。Ｙの定義の範囲内に含まれる化合物としては、例えば、プロピレング
リコール、グリセリン、ペンタエリスリトール、トリメチロールプロパン、エチレンジア
ミン等が挙げられる。オキシプロピレン鎖は、任意であるが有利には、少量のエチレンオ
キシドを含み、オキシエチレン鎖もまた、任意であるが有利には、少量のプロピレンオキ
シドを含む。
【０１５１】
　本発明の組成物において有利に用いられる更なる複合ポリオキシアルキレン界面活性剤
は、下式：Ｐ［（Ｃ３Ｈ６Ｏ）ｎ（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｍＨ］ｘに対応し、Ｐは、約８～１８個
の炭素原を有しｘ個の反応性水素原子を含む有機化合物の残基であり、ｘは１又は２の値
を有し、ｎは、ポリオキシエチレン部分の分子量が少なくとも約４４になるような値を有
し、ｍは、分子のオキシプロピレン含有量が約１０質量％～約９０質量％になるような値
を有する。いずれにせよ、オキシプロピレン鎖は、任意であるが有利には少量のエチレン
オキシドを含んでもよく、オキシエチレン鎖もまた、任意であるが有利には少量のプロピ
レンオキシドを含んでもよい。
【０１５２】
　８．本組成物における使用に適するポリヒドロキシ脂肪酸アミド界面活性剤としては、
構造式Ｒ２ＣＯＮＲ１Ｚを有するものが挙げられ、Ｒ１は、Ｈ、Ｃ１～Ｃ４ヒドロカルビ
ル基、２－ヒドロキシエチル基、２－ヒドロキシプロピル基、エトキシ基、プロポキシ基
、又はこれらの組合せであり；Ｒ２は、直鎖であることができるＣ５～Ｃ３１ヒドロカル
ビルであり；Ｚは、鎖に直接結合した少なくとも３つのヒドロキシル基を有する直鎖ヒド
ロカルビル鎖を有するポリヒドロキシヒドロカルビル、又はこれらのアルコキシル化（好
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ましくはエトキシル化、又はプロポキシル化）誘導体である。Ｚは、還元的アミノ化反応
で還元した糖から導くことができる、例えばグリシジル部分である。
【０１５３】
　９．脂肪族アルコールと約０～約２５モルのエチレンオキシドとのアルキルエトキシレ
ート縮合生成物は、本組成物における使用に適している。脂肪族アルコールのアルキル鎖
は、直鎖又は分岐鎖、第一級又は第二級のいずれかであることができ、一般に６～２２個
の炭素原子を含むことができる。
【０１５４】
　１０．エトキシル化したＣ６～Ｃ１８の脂肪族アルコール、並びにＣ６～Ｃ１８の混合
エトキシル化及びプロポキシル化脂肪族アルコールは、本組成物に使用するのに適する界
面活性剤であり、特に水溶性であるものである。適切なエトキシル脂肪族アルコールは、
３～５０のエトキシル化度を有するＣ６～Ｃ１８エトキシル脂肪族アルコールを含む。
【０１５５】
　１１．特に本組成物に使用するのにする非イオン性アルキル多糖類界面活性剤としては
、１９８６年１月２１日に公開されたLlenado等の米国特許第４，５６５，６４７号明細
書に開示されているものが挙げられる。これらの界面活性剤は、約６～約３０個の炭素原
子を含む疎水性基と、多糖、例えばポリグリコシド、約１．３～約１０個の糖単位を含む
親水基とを含む。５又は６個の炭素原子を含むあらゆる還元糖を用いることができ、例え
ば、グルコース、ガラクトース、及びガラクトシル部分は、グルコシル部分に置換するこ
とができる。（任意に、疎水性基を２－，３－，４－等の位置に取り付けると、グルコシ
ド又はガラクトシドとは対照的に、グルコース又はガラクトースが得られる）糖間の結合
は、例えば、更なる糖単位の位置の１つと、先在する糖単位上の２－、３－、４－、及び
／又は６－位との間であることができる。
【０１５６】
　１２．本組成物に使用するのに適する脂肪酸アミド界面活性剤は、下式：Ｒ６ＣＯＮ（
Ｒ７）２を有するものが挙げられ、式中、Ｒ６は７～２１個の炭素原子を有するアルキル
基であり、Ｒ７はそれぞれ独立して水素、Ｃ１～Ｃ４アルキル、Ｃ１～Ｃ４ヒドロキシア
ルキル、又は－（Ｃ２Ｈ４Ｏ）ｘＨであり、ｘは１～３である。
【０１５７】
　１３．有用な非イオン性界面活性剤の種類としては、アルコキシル化アミン、又は特に
アルコールアルコキシル化／アミノ化／アルコキシル化界面活性剤として定義される種類
が挙げられる。これらの非イオン性界面活性剤は、少なくとも部分的に、一般式：Ｒ２０

－（ＰＯ）ＳＮ－（ＥＯ）ｔＨ、Ｒ２０－（ＰＯ）ＳＮ－（ＥＯ）ｔＨ（ＥＯ）ｔＨ、及
びＲ２０－Ｎ（ＥＯ）ｔＨによって表すことができ、式中、Ｒ２０は、８～２０個、好ま
しくは１２～１４個の炭素原子のアルキル基、アルケニル基、若しくは他の脂肪族基、又
はアルキル－アリール基であり、ＥＯはオキシエチレンであり、ＰＯはオキシプロピレン
であり、ｓは１～２０、好ましくは２～５であり、ｔは１～１０、好ましくは２～５であ
り、ｕは１～１０、好ましくは２～５である。これらの化合物の範囲内の他の変形として
は、代替の式：Ｒ２０－（ＰＯ）Ｖ－Ｎ［（ＥＯ）ｗＨ］［（ＥＯ）ｚＨ］であり、式中
、Ｒ２０は上記に定義したものであり、ｖは１～２０（例えば、１、２、３、又は４（好
ましくは２））であり、ｗ及びｚは独立して１～１０、好ましくは２～５である。これら
の化合物は、商業的には、非イオン性界面活性剤としてHuntsman Chemicals社から販売さ
れている一連の製品に代表される。この種類の好ましい化学製品としては、SurfonicTMPE
A25アミンアルコキシレートが挙げられる。本発明の組成物にとって好ましいノニオン系
界面活性剤としては、アルコールアルコキシレート、ＥＯ／ＰＯブロックコポリマー、ア
ルキルフェノールアルコキシレート等が挙げられる。
【０１５８】
　Schick, M. J.によって編集された論文、「非イオン性界面活性剤論（The treatise No
nionic Surfactants）」、界面活性剤化学シリーズ（the Surfactant Science Series）
の第１巻、Marcel Dekker社、ニューヨーク州、１９８３年は、本発明の実施において一
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及びこれらの界面活性剤の種の典型的なリストは、Laughlin及びHeuringの１９７５年１
２月３０日公開の米国特許第３，９２９，６７８号明細書に記載されている。更なる例は
、「界面活性剤及び洗剤（Surface Active Agents and detergents）」（Schwartz、Perr
y、及びBerchによる、第Ｉ及びＩＩ巻）である。
【０１５９】
　半極性非イオン性界面活性剤
　非イオン性界面活性剤の半極性型は、本発明の組成物において有用な他の種類の非イオ
ン性界面活性剤である。一般に、半極性非イオン性のものは高発泡剤及び泡安定剤であり
、これらのＣＩＰ系への適用が制限されることがある。しかしながら、高発泡洗浄方法の
ために設計された本発明の組成上の実施形態においては、半極性非イオン性は即時の有用
性を有する。半極性非イオン性界面活性剤としては、アミンオキシド、ホスフィンオキシ
ド、スルホキシド、及びこれらのアルコキシル化誘導体が挙げられる。
【０１６０】
　１４．アミンオキシドは、一般式：
【化９】

　に対応する第三級アミンオキシドであり、式中、矢印は半極性結合の従来表記であり；
Ｒ１、Ｒ２、及びＲ３は、脂肪族、芳香族、複素環式、脂環式、又はこれらの組み合わせ
でもよい。一般に、洗剤に有益なアミンオキシドにとって、Ｒ１は約８～約２４個の炭素
原子のアルキル基であり；Ｒ２及びＲ３は、１～３個の炭素原子のアルキル若しくはヒド
ロキシアルキル、又はこれらの組合せであり；Ｒ２及びＲ３は、互いに結合して、例えば
酸素又は窒素原子を介して環構造を形成することができ；Ｒ４は、２～３個の炭素原子を
含むアルカリ性基又はヒドロキシアルキレン基であり；ｎは０～約２０である。
【０１６１】
　有用な水溶性アミンオキシド界面活性剤は、ココナッツ又はタローアルキルジ－（低級
アルキル）アミンオキシド、その具体例としては、ドデシルジメチルアミンオキシド、ト
リデシルジメチルアミンオキシド、テトラデシルジメチルアミンオキシド、ペンタデシル
ジメチルアミンオキシド、ヘキサデシルジメチルアミンオキシド、ヘプタデシルジメチル
アミンオキシド、オクタデシルジメチルアミンオキシド、ドデシルジプロピルアミンオキ
シド、テトラデシルジプロピルアミンオキシド、ヘキサデシルプロピルアミンオキシド、
テトラデシルジブチルアミンオキシド、オクタデシルジブチルアミンオキシド、ビス（２
－ヒドロキシエチル）ドデシルアミンオキシド、ビス（２－ヒドロキシエチル）－３－ド
デコキシ－１－ヒドロキシプロピルアミンオキシド、ジメチル－（２－ヒドロキシドデシ
ル）アミンオキシド、３，６，９－トリオクタデシルジメチルアミンオキシド、及び３－
ドデコキシ－２－ヒドロキシプロピルジ－（２－ヒドロキシエチル）アミンオキシドから
選択される。
【０１６２】
　有用な半極性非イオン性界面活性剤としては、以下の構造：
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【化１０】

　を有する水溶性ホスフィンオキシドもまた挙げられ、式中、矢印は半極性結合の従来表
記であり；Ｒ１は、鎖長１０～約２４個の炭素原子のアルキル部分、アルケニル部分、又
はヒドロキシアルキル部分であり；Ｒ２及びＲ３は、それぞれ１～３個の炭素原子を含む
アルキル基又はヒドロキシアルキル基から独立して選択されるアルキル部分である。
【０１６３】
　有用なホスフィンオキシドの例としては、ジメチルデシルホスフィンオキシド、ジメチ
ルテトラデシルホスフィンオキシド、メチルエチルテトラデシルホスホンオキシド、ジメ
チルヘキサデシルホスフィンオキシド、ジエチル－２－ヒドロキシオクチルデシルホスフ
ィンオキシド、ビス（２－ヒドロキシエチル）ドデシルホスフィンオキシド、及びビス（
ヒドロキシメチル）テトラデシルホスフィンオキシドが挙げられる。
【０１６４】
　本明細書において有用な半極性非イオン性界面活性剤としては、以下の構造：

【化１１】

　を有する水溶性スルホキシド化合物もまた挙げられ、式中、矢印は半極性結合の従来表
記であり；Ｒ１は、約８～約２８個の炭素原子、０～約５個のエーテル結合、及び０～約
２個のヒドロキシル置換基の、アルキル部分又はヒドロキシアルキル部分であり；Ｒ２は
、１～３個の炭素原子を有するアルキル基及びヒドロキシアルキル基からなるアルキル部
分である。
【０１６５】
　これらのスルホキシドの有用な例としては、ドデシルメチルスルホキシド；３－ヒドロ
キシトリデシルメチルスルホキシド；３－メトキシトリデシルメチルスルホキシド；及び
３－ヒドロキシ－４－ドデコキシブチルメチルスルホキシドが挙げられる。
【０１６６】
　本発明の組成物のための半極性非イオン性界面活性剤としては、ジメチルアミンオキシ
ド、例えばラウリルジメチルアミンオキシド、ミリスチルジメチルアミンオキシド、セチ
ルジメチルアミンオキシド、これらの組み合わせ等が挙げられる。有用な水溶性アミンオ
キシド界面活性剤としては、オクチル、デシル、ドデシル、イソドデシル、ココナツ又は
タローアルキルジ－（低級アルキル）アミンオキシドから選択され、その具体例は、オク
チルジメチルアミンオキシド、ノニルジメチルアミンオキシド、デシルジメチルアミンオ
キシド、ウンデシルジメチルアミンオキシド、ドデシルジメチルアミンオキシド、イソド
デシルジメチルアミンオキシド、トリデシルジメチルアミンオキシド、テトラデシルジメ
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チルアミンオキシド、ペンタデシルジメチルアミンオキシド、ヘキサデシルジメチルアミ
ンオキシド、ヘプタデシルジメチルアミンオキシド、オクタデシルジメチルアミンオキシ
ド、ドデシルジプロピルアミンオキシド、テトラデシルジプロピルアミンオキシド、ヘキ
サデシルジプロピルアミンオキシド、テトラデシルジブチルアミンオキシド、オクタデシ
ルジブチルアミンオキシド、ビス（２－ヒドロキシエチル）ドデシルアミンオキシド、ビ
ス（２－ヒドロキシエチル）－３－ドデコキシ－１－ヒドロキシプロピルアミンオキシド
、ジメチル－（２－ヒドロキシドデシル）アミンオキシド、３，６，９－トリオクタデシ
ルジメチルアミンオキシド、及び３－ドデコキシ－２－ヒドロキシプロピルジ－（２－ヒ
ドロキシエチル）アミンオキシドである。
【０１６７】
　本発明の組成物に使用するのに適する適切なノニオン系界面活性剤としては、アルコキ
シル化界面活性剤が挙げられる。適切なアルコキシル化界面活性剤としては、ＥＯ／ＰＯ
コポリマー、キャップされたＥＯ／ＰＯコポリマー、アルコールアルコキシレート、キャ
ップされたアルコールアルコキシレート、これらの混合物等が挙げられる。溶媒として適
切なアルコキシル化界面活性剤としては、ＥＯ／ＰＯブロックコポリマー、例えばPluron
ic、及び逆転Pluronic界面活性剤；アルコールアルコキシレート、例えばDehypon LS-54
（Ｒ－（ＥＯ）５（ＰＯ）４）、及びDehypon LS-36（Ｒ－（ＥＯ）３（ＰＯ）６）；キ
ャップされたアルコールアルコキシレート、例えばPlurafac LF221、及びTegoten EC11；
これらの混合物等が挙げられる。
【０１６８】
　アニオン性界面活性剤
　また、疎水物質上の電荷が負であるためにアニオンに分類される界面活性剤；又は、分
子の疎水性部分が、ｐＨが中性以上に上昇しない限り電荷を有しない界面活性剤（例えば
カルボン酸）は、本発明において有用である。カルボキシレート、スルホネート、サルフ
ェート、及びホスフェートは、アニオン性界面活性剤に見られる極性の（親水性の）可溶
性基である。これらの極性基と結びつくカチオン（カウンターイオン）のうち、ナトリウ
ム、リチウム、及びカリウムは、水溶性をもたらし；アンモニウム及び置換アンモニウム
イオンは、水溶性及び油溶性の両方を提供し；カルシウム、バリウム、及びマグネシウム
は、油溶性を促進する。当業者であれば理解するように、アニオンは優れた洗浄界面活性
剤であり、従って、強力な洗剤組成物への望ましい添加物である。
【０１６９】
　本組成物への使用に適するアニオン性サルフェート界面活性剤としては、直鎖及び分岐
鎖の、第一級及び第二級の、アルキルサルフェート、アルキルエトキシサルフェート、脂
肪オレイルグリセロールサルフェート、アルキルフェノールエチレンオキシドエーテルサ
ルフェート、Ｃ５～Ｃ１７アシル－Ｎ－（Ｃ１～Ｃ４アルキル）及び－Ｎ－（Ｃ１～Ｃ２

ヒドロキシアルキル）グルカミンサルフェート、及びアルキル多糖類のサルフェート、例
えばアルキルポリグルコシドのサルフェートが挙げられる。アルキルサルフェート、アル
キルポリ（エチレンオキシ）エーテルサルフェート、及び芳香族ポリ（エチレンオキシ）
サルフェート、例えばエチレンオキシド及びノニルフェノールのサルフェート又は縮合生
成物（通常１分子当たり１～６個のオキシエチレン基を有する）もまた挙げられる。
【０１７０】
　本組成物おける使用に適するアニオン性スルホネート界面活性剤としては、アルキルス
ルホネート、直鎖及び分岐鎖の第一級及び第二級アルキルスルホネート、並びに置換基を
有する又は有しない芳香族スルホネートもまた挙げられる。
【０１７１】
　本組成物における使用に適するアニオン性カルボキシレート界面活性剤としては、カル
ボン酸（及び塩）、例えばアルカノン酸（及びアルカノアート）、エステルカルボン酸（
例えばアルキルスクシナート）、エーテルカルボン酸、スルホン化脂肪酸、例えばスルホ
ン化オレイン酸等が挙げられる。そのようなカルボキシレートとしては、アルキルエトキ
シカルボキシレート、アルキルアリールエトキシカルボキシレート、アルキルポリエトキ
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シポリカルボキシレート界面活性剤及び石鹸（例えばアルキルカルボキシル）が挙げられ
る。本組成物において有用な第二級カルボキシレートとしては、第二級炭素に接続したカ
ルボキシル単位を含むものが挙げられる。第二級炭素は、環構造、例えばｐ－オクチル安
息香酸、又はアルキル置換シクロヘキシルカルボキシレートであることができる。第二級
カルボキシレート界面活性剤は、典型的に、エーテル結合を含まず、エステル結合を含ま
ず、ヒドロキシル基を含まない。更に、それらは典型的に、頭部基（両親媒性部分）に窒
素原子がない。適切な第二級石鹸界面活性剤は典型的に、合計で１１～１３個の炭素原子
を含むが、しかしながら更に多くの炭素原子（例えば、最高１６個）が存在することがで
きる。適切なカルボキシレートとしては、アシルアミノ酸（及び塩）、例えばアシルグル
タメート、アシルペプチド、サルコシナート（例えばＮ－アシルサルコシナート）、タウ
レート（例えばＮ－アシルタウレート、及びメチルタウリドの脂肪酸アミド等）が挙げら
れる。
【０１７２】
　適切なアニオン性界面活性剤としては、下式：
　Ｒ－Ｏ－（ＣＨ２ＣＨ２Ｏ）ｎ（ＣＨ２）ｍＣＯ２Ｘ　（３）
　のアルキル又はアルキルアリールエトキシカルボキシレートが挙げられ、式中、ＲはＣ

８～Ｃ２２アルキル基、又は
【化１２】

　であり、式中、Ｒ１はＣ４～Ｃ１６アルキル基であり；ｎは１～２０の整数であり；ｍ
は１～３の整数であり；Ｘはカウンターイオン、例えば水素、ナトリウム、カリウム、リ
チウム、アンモニウム、又はアミン塩、例えばモノエタノールアミン、ジエタノールアミ
ン、又はトリエタノールアミンである。いくつかの実施形態において、ｎは４～１０の整
数であり、ｍは１である。いくつかの実施形態において、ＲはＣ８～Ｃ１６アルキル基で
ある。いくつかの実施形態において、ＲはＣ１２～Ｃ１４アルキル基であり、ｎは４であ
り、ｍは１である。
【０１７３】
　他の実施形態において、Ｒは、
【化１３】

　であり、Ｒ１はＣ６～Ｃ１２アルキル基である。更に他の実施形態において、Ｒ１はＣ

９アルキル基であり、ｎは１０であり、ｍは１である。
【０１７４】
　そのようなアルキル、及びアルキルアリールエトキシカルボキシレートは、商業的に入
手可能である。これらのエトキシカルボキシレートは、アニオン又は塩の形態へと容易に
変換することができる酸形態として典型的に入手可能である。商業的に入手可能なカルボ
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キシレートとしては、Neodox 23-4、Ｃ１２～１３アルキルポリエトキシ基（４）カルボ
ン酸（Shell Chemical社）、及びEmcol CNP-110、Ｃ９アルキルアリールポリエトキシ基
（１０）カルボン酸（Witco Chemical社）が挙げられる。カルボキシレートはClariant社
からも入手可能であり、例えば製品Sandopan（登録商標）DTC、Ｃ１３アルキルポリエト
キシ基（７）カルボン酸である。
【０１７５】
　カチオン性界面活性剤
　界面活性剤は、分子のヒドロトロープ部分上の電荷が正である場合、カチオン性として
分類される。ｐＨが中性付近又はそれ以下に低下しない限りヒドロトロープは電荷を有し
ないが、そのときカチオン性となる界面活性剤（例えばアルキルアミン）もまたこの群に
含まれる。理論的には、カチオン性界面活性剤は、「オニウム」構造ＲｎＸ＋Ｙ－－を含
む任意の構成部分の組合せから合成してもよく、窒素（アンモニウム）、例えばリン（ホ
スホニウム）、及び硫黄（スルホニウム）以外の化合物を含むことができる。実際は、カ
チオン性界面活性剤の分野は、窒素カチオンまでの合成のルートが単純で直接的であり、
高収率で生成物を与え、より安価に製造できることをおそらく理由として、窒素含有化合
物に占められている。
【０１７６】
　カチオン性界面活性剤は、少なくとも一つの長炭素鎖の疎水性基と、少なくとも一つの
正に帯電した窒素とを含む化合物を、好ましくは含み、より好ましくは指す。長炭素鎖基
は、単純な置換によって窒素原子に直接結合していてもよく；又はより好ましくは架橋性
官能基、若しくはいわゆる介在アルキルアミン及びアミドアミンによって間接的に結合し
ていてもよい。そのような官能基は、分子をより親水性及び／又はより水分散性にするこ
とができ、共界面活性剤混合物によってより容易に水に可溶化させることができ、及び／
又は水溶性にすることができる。水溶性を増加させるため、更なる第一級、第二級、若し
くは第三級アミノ基を導入することができ、又はアミノ窒素を低分子量アルキル基によっ
て第四級にすることができる。更に、窒素は、様々な程度の不飽和度の分岐鎖若しくは直
鎖部分、又は飽和若しくは不飽和複素環の一部であることができる。更に、カチオン性界
面活性剤は、一つ以上のカチオン性窒素原子を有する錯体結合を含んでもよい。
【０１７７】
　アミンオキシド、両性、及び双性として分類される界面活性剤化合物は、ほとんど中性
～酸性のｐＨの溶液中ではそれ自身が典型的にカチオン性であり、界面活性剤の分類が重
複する可能性がある。ポリオキシエチル化カチオン性界面活性剤は、一般に、アルカリ性
溶液中では非イオン性界面活性剤のようにふるまい、酸性溶液中ではカチオン性界面活性
剤のようにふるまう。
【０１７８】
　最も単純なカチオン性アミン、アミン塩、及び第四級アンモニウム化合物は、以下：
【化１４】

　のように図式的に描くことができ、式中、Ｒはアルキル鎖を表し、Ｒ’、Ｒ’’、及び
Ｒ’’’はアルキル基、又はアリール基、又は水素のいずれかであってよく、Ｘはアニオ
ンを表す。アミン塩及び第四級アンモニウム化合物は水溶性が高いため、本発明の実施に
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【０１７９】
　多くの商業的なカチオン性界面活性剤が当業者に知られており、「界面活性剤百科事典
（Surfactant Encyclopedia）」、化粧品＆トイレタリー（Cosmetics & Toiletries）、
第１０４巻（２）８６～９６頁（１９８９年）に記載されている４つの主要分類及び更な
るサブグループに分類することができる。第一の分類としては、アルキルアミン、及びこ
れらの塩が挙げられる。第二の分類としては、アルキルイミダゾリンが挙げられる。第三
の分類としては、エトキシル化アミンが挙げられる。第四の分類としては、第四級のもの
、例えばアルキルベンジルジメチルアンモニウム塩、アルキルベンゼン塩、複素環式アン
モニウム塩、テトラアルキルアンモニウム塩等が挙げられる。カチオン性界面活性剤は、
本組成物において有用である可能性がある様々な特性を有することが知られている。これ
らの望ましい特性としては、中性のｐＨ以下の組成物における洗浄力、抗菌効果、他の剤
と組み合わせた増粘若しくはゲル化等が挙げられる。
【０１８０】
　本発明の組成物において有用なカチオン性界面活性剤は、式Ｒ１

ｍＲ２
ｘＹＬＺを有す

るものを含み、式中、Ｒ１は、それぞれ、任意に最高３つのフェニル基又はヒドロキシ基
によって置換され、任意に以下の構造：
【化１５】

　又はこれらの構造の異性体若しくは組合せの最高４つまでが介在した、直鎖又は分岐鎖
のアルキル基又はアルケニル基を含み、約８～２２個の炭素原子を含む、有機基である。
Ｒ１基は１２個以下のエトキシ基を更に含むこともできる。ｍは１～３の数である。好ま
しくは、分子内のＲ１基の１つのみが、ｍが２であるとき１６個以上の炭素原子を有し、
又はｍが３であるとき１２個より多い炭素原子を有する。Ｒ２は、それぞれ、１～４個の
炭素原子を含むアルキル基又はヒドロキシアルキル基であるか、又は分子内のＲ２基の１
つのみがベンジルであるベンジル基であり、ｘは０～１１、好ましくは０～６の数である
。Ｙ基に位置する残りの任意の炭素原子は、水素で飽和している。Ｙは、限定されないが
：
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【化１６】

　又はこれらの組み合わせを含む基であることができる。好ましくは、Ｌは１又は２であ
り、Ｙ基は、Ｌが２のとき１～約２２個の炭素原子及び２つの自由炭素単結合を有するＲ
１及びＲ２類縁体（好ましくはアルキレン又はアルケニレン）から選択される部分によっ
て分離している。Ｚは水溶性アニオン、例えばハロゲン化物、サルフェート、メチルサル
フェート、水酸化物、又はニトラートアニオンであり、特に好ましくは、カチオン性成分
を電気的に中性にする数の塩化物、臭化物、ヨウ化物、サルフェート、又はメチルサルフ
ェートアニオンである。
【０１８１】
　両性界面活性剤
　両性（amphoteric）又は両性（ampholytic）界面活性剤は、塩基性親水基及び酸性親水
基の両方、並びに有機疎水性基を含む。これらのイオン性物質は、他の種類の界面活性剤
について本明細書に記載されている、いずれのアニオン性基又はカチオン性基であっても
よい。塩基性窒素基、及び酸性カルボキシレート基は、塩基性親水基、及び酸性親水基と
して使用される典型的な官能基である。いくつかの界面活性剤において、スルホネート、
サルフェート、ホスホネート、又はホスフェートは、負電荷を提供する。
【０１８２】
　両性界面活性剤は、脂肪族の第二級及び第三級アミンの誘導体として広く記載すること
ができ、脂肪族基は直鎖又は分岐鎖であってよく、脂肪族基の一つは約８～１８個の炭素
原子を含み、一つはアニオン性水溶性基、例えば、カルボキシ基、スルホ基、スルファト
基、ホスファト基、又はホスホノ基を含む。両性界面活性剤は、当業者に知られ、引用に
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よりその全体が本明細書中に含まれる「界面活性剤百科事典（Surfactant Encyclopedia
）」化粧品＆トイレタリー（Cosmetics & Toiletries）、第１０４巻（２）６９～７１頁
（１９８９年）に記載されている２つの主要分類に分類される。第一の分類としては、ア
シル／ジアルキルエチレンジアミン誘導体（例えば２－アルキルヒドロキシエチルイミダ
ゾリン誘導体）、及びこれらの塩が挙げられる。第二の分類としては、Ｎ－アルキルアミ
ノ酸、及びこれらの塩が挙げられる。いくつかの両性界面活性剤は、両方の種類に合うこ
とが想定できる。
【０１８３】
　両性界面活性剤は、当業者に知られている方法によって合成することができる。例えば
、２－アルキルヒドロキシエチルイミダゾリンは、長鎖カルボン酸（又は誘導体）と、ジ
アルキルエチレンジアミンとの縮合及び閉環によって合成する。商業的な両性界面活性剤
は、例えばクロロ酢酸又は酢酸エチルを用いた、アルキル化によるイミダゾリン環の加水
分解及びその後の開環によって誘導体化される。アルキル化の間、１つ又は２つのカルボ
キシアルキル基が反応して、第三級アミン、及び異なるアルキル化剤とのエーテル結合を
形成して異なる第三級アミンを与える。
【０１８４】
　本発明における用途を有する長鎖イミダゾール誘導体は、一般に、一般式：
【化１７】

　を有し、式中、Ｒは約８～１８個の炭素原子を含む非環式疎水性基であり、Ｍはカチオ
ンであり、アニオン、一般にはナトリウムの電荷を中和している。例えば、本組成物に使
用することができる商業的に著名なイミダゾリンから誘導される両性物質としては、例え
ば、ココアンホプロピオネート、ココアンホカルボキシ－プロピオネート、ココアンホグ
リシネート、ココアンホカルボキシ－グリシネート、ココアンホプロピル－スルホネート
、及びココアンホカルボキシ－プロピオン酸が挙げられる。アンホカルボン酸は、アンホ
ジカルボン酸のジカルボン酸官能性が二酢酸及び／又はジプロピオン酸である脂肪族イミ
ダゾリンから製造することができる。
【０１８５】
　本明細書の上記に記載したカルボキシメチル化化合物（グリシネート）は、しばしばベ
タインと呼ばれる。ベタインは、本明細書の下記の双性界面活性剤と題する節において述
べる両性物質の特別な種類である。
【０１８６】
　長鎖Ｎ－アルキルアミノ酸は、ＲＮＨ２とハロゲン化カルボン酸との反応によって容易
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。アミノ酸の第一級アミノ基のアルキル化は、第二級アミン及び第三級アミンを導く。ア
ルキル基は、一つ以上の反応性窒素中心を提供する更なるアミノ基を有していてもよい。
商業的なＮ－アルキルアミン酸のほとんどは、ベータ－アラニン又はベータ－Ｎ（２－カ
ルボキシエチル）アラニンの、アルキル誘導体である。本発明において用途を有する商業
的なＮ－アルキルアミノ酸両性物質の例としては、アルキルベータ－アミノジプロピオネ
ート、ＲＮ（Ｃ２Ｈ４ＣＯＯＭ）２、及びＲＮＨＣ２Ｈ４ＣＯＯＭが挙げられる。一実施
形態において、Ｒは約８～約１８個の炭素原子を含む非環式疎水性基であり、Ｍはカチオ
ンであり、アニオン、一般にはナトリウムの電荷を中和している。
【０１８７】
　適切な両性界面活性剤としては、ココナッツ製品、例えばココナッツオイル又はココナ
ッツ脂肪酸から誘導されるものが挙げられる。更なる適切なココナッツ由来界面活性剤と
しては、それらの構造の一部としてエチレンジアミン部分、アルカノールアミド部分、ア
ミノ酸部分、例えば、グリシン、又はこれらの組み合わせ；及び約８～１８（例えば１２
）個の炭素原子の脂肪族置換基が挙げられる。そのような界面活性剤は、アルキルアンホ
ジカルボン酸とみなすこともできる。これらの両性界面活性剤としては：Ｃ１２－アルキ
ル－Ｃ（Ｏ）－ＮＨ－ＣＨ２－ＣＨ２－Ｎ＋（ＣＨ２－ＣＨ２－ＣＯ２Ｎａ）２－ＣＨ２

－ＣＨ２－ＯＨ、又はＣ１２－アルキル－Ｃ（Ｏ）－Ｎ（Ｈ）－ＣＨ２－ＣＨ２－Ｎ＋（
ＣＨ２－ＣＯ２Ｎａ）２－ＣＨ２－ＣＨ２－ＯＨで表される化学構造が挙げられる。ココ
アンホジプロピオン酸二ナトリウムは適切な両性界面活性剤の一つであり、商品名Mirano
lTM FBSの下で、Rhodia社、クランベリー、ニュージャージー州から商業的に入手可能で
ある。化学的名称ココアンホジ酢酸二ナトリウムを有する他の適切なココナッツ由来両性
界面活性剤は、Rhodia社、クランベリー、ニュージャージー州からも商品名MirataineTM 
JCHAの下で販売されている。
【０１８８】
　両性物質の種類、及びこれらの界面活性剤の種の典型的なリストは、１９７５年１２月
３０日に公開されたLaughlin及びHeuringの米国特許第３，９２９，６７８号に記載され
ている。更なる例は、「界面活性剤及び洗剤（Surface Active Agents and Detergents）
」（Schwartz、Perry、及びBerchによる、第Ｉ及びＩＩ巻）である。これらの各引用は、
本明細書において引用によりその全体が本明細書中に含まれる。
【０１８９】
　双性界面活性剤
　双性界面活性剤は両性界面活性剤の部分集合とみなすことができ、アニオン性電荷を含
むことができる。双性界面活性剤は、第二級及び第三級アミン誘導体、複素環式の第二級
及び第三級アミン誘導体、又は第四級アンモニウム、第四級ホスホニウム、若しくは第三
級スルホニウム化合物の誘導体として広く記載することができる。典型的に、双性界面活
性剤としては、正に荷電した第四級アンモニウムイオン、又は場合によってはスルホニウ
ムイオン若しくはホスホニウムイオン；負に荷電したカルボキシル基；及びアルキル基が
挙げられる。双性イオンは、分子の等電領域においてほとんど等しい程度にイオン化し、
正－負電荷中心間の強い「分子内塩」引力を高めることができる、カチオン性基及びアニ
オン性基を一般に含む。そのような双性イオン合成界面活性剤の例としては、脂肪族の第
四級アンモニウム、ホスホニウム、及びスルホニウム化合物の誘導体が挙げられ、ここで
、脂肪族基は、直鎖又は分岐鎖であることができ、脂肪族置換基の１つが８～１８個の炭
素原子を含んでおり、１つがアニオン性水溶性基、例えば、カルボキシ基、スルホネート
基、サルフェート基、ホスフェート基、又はホスホネート基を含む。
【０１９０】
　ベタイン界面活性剤及びスルテイン界面活性剤は、本明細書における使用のための例示
的な双性界面活性剤である。これらの化合物の一般式は：
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【化１８】

　であり、Ｒ１は、０～１０個のエチレンオキシド部分と０～１個のグリセリル部分とを
有する、８～１８個の炭素原子のアルキル基、アルケニル基、ヒドロキシアルキル基を含
んでおり；Ｙは窒素、リン、及び硫黄原子からなる群から選択され；Ｒ２は、１～３個の
炭素原子を含む、アルキル基、又はモノヒドロキシアルキル基であり；ｘは、Ｙが硫黄原
子であるとき１であり、Ｙが窒素又はリン原子であるとき２であり、Ｒ３は、アルキレン
若しくはヒドロキシアルキレン、又は１～４個の炭素原子のヒドロキシアルキレンであり
、Ｚは、カルボキシレート基、スルホネート基、サルフェート基、ホスホネート基、及び
ホスフェート基からなる群から選択される基である。
【０１９１】
　上記に掲げた構造を有する双性界面活性剤の例としては：４－［Ｎ，Ｎ－ジ（２－ヒド
ロキシエチル）－Ｎ－オクタデシルアンモニオ］－ブタン－１－カルボキシレート；５－
［Ｓ－３－ヒドロキシプロピル－Ｓ－ヘキサデシルスルホニオ］－３－ヒドロキシペンタ
ン－１－サルフェート；３－［Ｐ，Ｐ－ジエチル－Ｐ－３，６，９－トリオキサテトラコ
サンホスホニオ］－２－ヒドロキシプロパン－１－ホスフェート；３－［Ｎ，Ｎ－ジプロ
ピル－Ｎ－３－ドデコキシ－２－ヒドロキシプロピル－アンモニオ］－プロパン－１－ホ
スホネート；３－（Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－ヘキサデシルアンモニオ）－プロパン－１－
スルホネート；３－（Ｎ，Ｎ－ジメチル－Ｎ－ヘキサデシルアンモニオ）－２－ヒドロキ
シ－プロパン－１－スルホネート；４－［Ｎ，Ｎ－ジ（２（２－ヒドロキシエチル）－Ｎ
（２－ヒドロキシドデシル）アンモニオ］－ブタン－１－カルボキシレート；３－［Ｓ－
エチル－Ｓ－（３－ドデコキシ－２－ヒドロキシプロピル）スルホニオ］－プロパン－１
－ホスフェート；３－［Ｐ，Ｐ－ジメチル－Ｐ－ドデシルホスホニオ］－プロパン－１－
ホスホネート；及びＳ［Ｎ，Ｎ－ジ（３－ヒドロキシプロピル）－Ｎ－ヘキサデシルアン
モニオ］－２－ヒドロキシペンタン－１－サルフェートが挙げられる。上記の洗剤界面活
性剤に含まれるアルキル基は、直鎖又は分岐鎖、及び飽和又は不飽和であることができる
。
【０１９２】
　本組成物の使用に適する双性界面活性剤としては、下記の一般構造のベタインが挙げら
れる。

【化１９】

　これらの界面活性剤ベタインは典型的に、極端なｐＨにおいて強いカチオン性又はアニ
オン性の性質を示さず、等電領域内で低減された水溶性も示さない。「外部的（external
）」第四級アンモニウム塩とは異なり、ベタインはアニオンと適合する。適切なベタイン
の例としては、ココナッツアシルアミドプロピルジメチルベタイン；ヘキサデシルジメチ
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ルベタイン；Ｃ１２～１４アシルアミドプロピルベタイン；Ｃ８～１４アシルアミドヘキ
シルジエチルベタイン；４－Ｃ１４～１６アシルメチルアミドジエチルアンモニオ－１－
カルボキシブタン；Ｃ１６～１８アシルアミドジメチルベタイン；Ｃ１２～１６アシルア
ミドペンタンジエチルベタイン；及びＣ１２～１６アシルメチルアミドジメチルベタイン
が挙げられる。
【０１９３】
　本発明において有用なスルテインは、式Ｒ（Ｒ１）２Ｎ＋Ｒ２ＳＯ３－を有するそれら
の化合物を含み、Ｒは、Ｃ６～Ｃ１８ヒドロカルビル基であり、Ｒ１はそれぞれ、典型的
には、独立して、Ｃ１～Ｃ３アルキル、例えばメチルであり、Ｒ２は、Ｃ１～Ｃ６ヒドロ
カルビル基、例えばＣ１～Ｃ３アルキレン、又はヒドロキシアルキレン基である。
【０１９４】
　双性イオン物質の種類、及びこれらの界面活性剤の種の典型的なリストは、１９７５年
１２月３０日に公開されたLaughlin及びHeuringの米国特許第３，９２９，６７８号明細
書に記載されている。更なる例は、「（界面活性剤及び洗剤）Surface Active Agents an
d Detergents」（Schwartz、Perry、及びBerchによる、第Ｉ及びＩＩ巻）である。これら
はそれぞれ引用によりその全体が本明細書に取り入れられる。
【０１９５】
　例示的な実施形態
　本発明による洗剤組成物の成分の非網羅的で例示的な範囲は、液体洗剤組成物の活性成
分の質量パーセントで表２に示す。
【０１９６】

【表２】

【０１９７】
　洗剤組成物は、濃縮組成物を含んでもよく、又は希釈して使用組成物を形成してもよい
。一般に、濃縮物とは、水で希釈することで、対象に接触して所望の洗浄、すすぎ等を提
供する使用溶液を提供することが意図された組成物を意味する。洗浄される物品に接触す
る洗剤組成物は、本発明による方法において使用される処方に応じて、濃縮物又は使用組
成物（又は使用溶液）ということができる。洗剤組成物中のポリマー系、アルカリ源、非
イオン性界面活性剤、水、及び他の任意の機能性成分の濃度は、洗剤組成物が濃縮物とし
て提供されるか、又は使用溶液として提供されるかによって変化することを理解すべきで
ある。
【０１９８】
　使用溶液は、所望の洗浄特性を有する使用溶液を提供する希釈率で濃縮物を水で希釈す
ることによって、濃縮物から調製してもよい。濃縮物を希釈して使用組成物を形成するた
めに使用される水は、希釈物又は希釈剤の水ということができ、場所によって変化する可
能性がある。典型的な希釈比は、約１～約１０，０００の間であるが、水の硬度、除去す
べき汚れの量などの要因に依る。一実施形態において、濃縮物は、約１：１０～約１：１
０，０００の濃縮物対水の比率で希釈される。特に、濃縮物は、約１：１００～約１：５



(43) JP 2016-538412 A 2016.12.8

10

20

30

40

50

，０００の濃縮物対水の比率で希釈される。より具体的には、濃縮物は、約１：２５０～
約１：２，０００の濃縮物対水の比率で希釈される。使用溶液において、洗剤組成物は、
約１０ｐｐｍ～約１０，０００ｐｐｍ、好ましくは約２００ｐｐｍ～約５０００ｐｐｍ、
より好ましくは約５００ｐｐｍ～約２０００ｐｐｍ、最も好ましい実施形態において約７
５０ｐｐｍ～約１５００ｐｐｍで存在する。
【０１９９】
　本発明の実施形態において、洗剤組成物の使用溶液は、約１ｐｐｍ～約５００ｐｐｍの
ポリマー系と、約１ｐｐｍ～約４００ｐｐｍの非イオン性界面活性剤と、１０ｐｐｍ～約
４０００ｐｐｍのアルカリ源とを有する。本発明の好ましい実施形態において、洗剤組成
物の使用溶液は、約１０ｐｐｍ～約１００ｐｐｍのポリマー系と、約１０ｐｐｍ～約１０
０ｐｐｍの非イオン性界面活性剤と、１００ｐｐｍ～約１５００ｐｐｍのアルカリ源とを
有する。本発明の更に好ましい実施形態において、洗剤組成物の使用溶液は、約２０ｐｐ
ｍ～約６０ｐｐｍのポリマー系と、約４０ｐｐｍ～約８０ｐｐｍの非イオン性界面活性剤
と、５００ｐｐｍ～１０００ｐｐｍのアルカリ源とを有する。更に、本発明によれば、限
定されないが、記載される全ての範囲は、その範囲を画定する数を含み、画定された範囲
内のそれぞれの整数を含む。本発明の実施形態において、上記の使用溶液はリンを実質的
に含まないことができる。
【０２００】
　本発明の一側面において、洗剤組成物は、好ましくは低い使用希釈率で有効な洗浄を提
供し、すなわち、効果的に洗浄するのに必要な体積がより少ない。一側面において、濃縮
した液体洗剤組成物は、使用前に約１／１６オンス／ガロン～約２オンス／ガロン、又は
それより高い希釈率で水中に希釈してもよい。同程度又はより良好な洗浄効率を達成する
のに必要な体積がより少なく、低い使用希釈率において硬度スケール制御及び／又は他の
利点を提供する洗剤濃縮物が望ましい。
【０２０１】
　使用方法
　洗剤組成物は、限定されないが、物品洗浄（業務用及び消費者用）、食品及び飲料、健
康及び布地ケアといった様々な産業に使用することができる。具体的には、洗剤組成物を
用いて、様々な表面、例えばセラミックス、セラミックタイル、グラウト、花崗岩、コン
クリート、鏡、エナメル表面、金属、例えばアルミニウム、真鍮、ステンレス鋼、ガラス
、プラスチック等を安全に洗浄することができる。本発明の組成物を用いて、汚れたリネ
ン、例えばタオル、シート、及び不織布ウェブを洗浄してもよい。このように、本発明の
組成物は、自動であるか又は手動であるかを問わず、硬質表面洗剤、洗濯洗剤、オーブン
洗剤、ハンドソープ、自動車洗剤、及び物品洗浄用洗剤を処方するのに有用である。本発
明の好ましい側面において、洗剤組成物及び使用方法は物品洗浄用途に特に適している。
【０２０２】
　本発明による組成物は、固体、液体、若しくはゲル、又はこれらの組み合わせとして提
供することができる。組成物の記載において説明したように、洗剤組成物は、例えば洗剤
組成物の処方がポリマー系、アルカリ源、非イオン性界面活性剤、及び水を含むように、
一つ又は複数の部分で提供することができる。代替として、洗剤組成物は、２以上の組成
物を組合せると、安定化された使用溶液中に洗剤組成物全体が成形されるように、２以上
の部分で提供してもよい。これらの実施形態の各々は、以下の本発明の方法の記載の範囲
内に含まれる。
【０２０３】
　一実施形態において、洗剤組成物がいかなる追加の水も実質的に含まないように、又は
濃縮物が公称量の水を含んでもよいように、洗剤組成物を濃縮物として提供してもよい。
濃縮物は、濃縮物の輸送費用を低減するために、いかなる水も含まず処方することができ
、又は比較的少量の水とともに提供することができる。例えば、組成物の濃縮物は、水溶
性材料に収容された又は収容されていない、圧縮粉末、固体、又はゆるい粉末のカプセル
又はペレットとしても提供することができる。ある材料中の組成物のカプセル又はペレッ
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トを提供する場合、カプセル又はペレットを水の塊内に導入することができ、存在する場
合、水溶性材料が可溶化し、分解し、又は分散して、組成物の濃縮物が水と接触すること
を可能にすることができる。本明細書において用語「カプセル」及び「ペレット」は例示
目的のために用いるものであり、本発明の配送型式を特定の形状に制限することを意図す
るものではない。
【０２０４】
　液体濃縮組成物として提供する場合、アスピレータ、蠕動ポンプ、ギアポンプ、質量流
量計等を用いた分配設備を通して、濃縮物を希釈することができる。この液体濃縮物の実
施形態は、ボトル、ジャー、投与用ボトル、投与用キャップを有するボトル等内に供給す
ることもできる。予め測定された量の水が充填されたスプレーボトル又は他の配送装置内
に置かれるマルチチャンバーカートリッジインサート内に、液体濃縮組成物を充填するこ
とができる。
【０２０５】
　更に他の実施形態において、濃縮組成物は、容器内に置かれるまで崩壊又は他の分解に
耐える固体形態で提供することができる。そのような容器は、容器内に組成物の濃縮物を
置く前に水が充填されていてもよく、又は組成物の濃縮物を容器内に置いた後に水を充填
してもよい。いずれにせよ、固体濃縮組成物は水と接触すると溶解、可溶化、又はそうで
なくとも分解する。特定の実施形態では、固体濃縮組成物は素早く溶解して、これによっ
て濃縮組成物が使用組成物になることを可能にし、洗浄を必要とする表面へとエンドユー
ザが使用組成物を適用することを更に可能にする。
【０２０６】
　他の実施形態において、固体濃縮組成物は、固体ブロックに水を吹き付けて使用溶液を
形成する分配設備を通して希釈することができる。水流は、機械的、電気的、又は油圧式
制御等を使用して比較的一定の速度で供給される。固体濃縮組成物は、水が固体ブロック
周辺に流れ、固体濃縮物の溶解物として使用溶液を生ずる分配設備を通して希釈すること
もできる。固体濃縮組成物は、ペレット、錠剤、粉末、及びペーストディスペンサー等で
希釈することもできる。
【０２０７】
　本発明によれば、従来の洗剤分配設備を使用することができる。例えば、本発明にした
がって用いることができる商業的に入手可能な洗剤分配設備は、Ecolab社から名称Solid 
SystemTMの下で入手可能である。そのような分配設備の使用は、水源による洗剤組成物の
浸食につながり、本発明による水性使用溶液を形成する。
【０２０８】
　濃縮物を希釈するために用いる水（希釈水）は、希釈する現地又は場所で入手できる可
能性がある。希釈水は、場所によって様々なレベルの硬度を有することがある。様々な自
治体から入手可能な給水は、様々なレベルの硬度を有する。様々な自治体の給水に見られ
る硬度レベルを取り扱うことができる濃縮物を提供することが望ましい。濃縮物を希釈す
るために用いる希釈水は、１グレイン以上の硬度を有する場合、硬水として特徴づけるこ
とができる。希釈水は、少なくとも５グレイン硬度、少なくとも１０グレイン硬度、又は
少なくとも２０グレイン硬度を有することができると考えられる。
【０２０９】
　本発明による方法は、表面、例えば物品洗浄用途における物品の洗浄に関し、安定化さ
れた酵素を含む低リン炭酸塩アルカリ性洗剤組成物の洗浄力を強化することを含む多くの
有益な結果を有しており、洗剤組成物は、汚れの除去、汚れの再析防止、洗浄水の低発泡
性の維持においてより効果的である。
【０２１０】
　使用において、洗浄サイクルの洗浄工程の間、洗浄すべき表面に洗剤組成物を適用する
。洗浄サイクルは、少なくとも洗浄工程とすすぎ工程とを含んでもよく、前すすぎ工程も
また任意に含んでもよい。洗浄サイクルは、本発明によれば、例えばポリマー系、アルカ
リ源、及び非イオン性界面活性剤、並びに任意に他の機能性成分、例えば酵素、酵素安定
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剤、ビルダー剤、界面活性剤、腐食防止剤などの成分を含むことがある洗剤組成物を溶解
することを含む。すすぎ工程の間、一般に暖かい又は熱い水が洗浄される表面上を流れる
。すすぎ水は、例えば、界面活性剤又はすすぎ補助剤等の成分を含んでもよい。洗剤組成
物は、洗浄サイクルの洗浄工程の間のみに使用し、すすぎ工程の間に使用しないことが意
図されている。
【０２１１】
　本発明の更なる実施形態によれば、特定用途について汚れを洗浄及び除去するのに必要
な洗剤組成物の量は、洗浄用途の種類、そのような用途において遭遇する汚れによって変
化する。本発明の様々な実施形態によれば、水性使用溶液中の酵素濃度は、約０．１ｐｐ
ｍ以下、約０．５ｐｐｍ以下、又は約１ｐｐｍ以下で効果的である。代替の実施形態によ
れば、酵素の使用濃度は１００ｐｐｍ程度に高くてもよく、水性使用溶液中に酵素を利用
する用途のほとんどは約０．１～１０ｐｐｍである。
【０２１２】
　洗浄工程の間、洗剤組成物は表面に接触して、表面、例えば物品から汚れ及び他の残留
物を洗浄するよう機能する。更に、洗剤組成物の使用溶液は、表面上に汚れが堆積するこ
とを防止するのを助ける。酵素及び酵素安定剤を使用する一実施形態において、酵素安定
剤及び／又は酵素は、任意に別々の成分として洗浄サイクルの洗浄工程へと添加すること
ができ、又は洗剤組成物中に取り入れることができる。したがって、一実施形態において
、酵素安定剤及び／又は酵素は、洗剤組成物とは独立して洗浄サイクルの洗浄工程へと導
入される。一側面において、別々の成分として提供する場合、酵素安定剤及び／又は酵素
は、最高約１００％の比較的高濃度の酵素安定剤及び／又は酵素で、液体又は固体形態で
提供してもよく、手動又は自動で導入してもよい。
【０２１３】
　本明細書中に挙げた全ての刊行物及び特許出願は、本発明が関連する技術分野の当業者
の水準を示すものである。全ての刊行物および特許出願は、本明細書において各刊行物又
は特許出願を具体的かつ個別に引用した場合と同程度に、引用により本明細書中に含まれ
る。
【実施例】
【０２１４】
　本発明の実施形態を、以下の非限定的な例において更に定める。これらの例は、本発明
の特定の実施形態を示すと共に、単に説明としてのみ示すことを理解すべきである。上記
の議論及びこれらの例から、当業者であれば、本発明の基本的な特性を確認することがで
き、これらの精神及び範囲を逸脱することなく、本発明の実施形態の様々な変更及び変形
を行い、様々な用途及び条件に適応させることができる。したがって、本明細書に示し記
載するものに加えて、本発明の実施形態の様々な変形は、前述の記載から、当業者にとっ
て明らかである。そのような変更態様もまた、添付の特許請求の範囲の範囲内に含まれる
ことが意図されている。
【０２１５】
　以下の例において使用した材料をここに提供する。
　ACUSOLTM 460NDポリマー：Dow Chemical社から入手可能なマレイン酸／オレフィンコポ
リマー。
　ACUSOL（登録商標）４４８：Dow Chemical社から入手可能なアクリル酸コポリマー。
　ACUSOL（登録商標）４２５：Dow Chemical社から入手可能なアクリル酸コポリマー。
　BELCLENE 200：BWATM Water Additives社から入手可能なポリマレイン酸ホモポリマー
。
【０２１６】
　１０オンスのリビーガラス６個、Hobart AM-15物品洗浄機、及び１７グレイン水（１グ
レイン＝１７ｐｐｍ）を使用して、５０及び１００サイクルの物品洗浄試験を行った。Ho
bart AM-15物品洗浄機の詳細は、以下の通りである：
　　洗浄タンク体積：５３Ｌ
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　　洗浄時間：４０秒
　　すすぎ時間：１０秒
【０２１７】
　例１：業務用物品洗浄洗剤の１００サイクルフィルム評価
　装置及び材料：
　１．適切な水道に接続したホバートＡＭ－１５（Hobart AM-15）物品洗浄機。
　２．ラバーン（Raburn）ガラスラック。
　３．リビー耐熱ガラスタンブラー、１０オンス。
　４．キャンブロニューポート（Cambro Newport）プラスチックタンブラー。
　５．アルカリ性を滴定するための滴定装置及び試薬。
　６．水硬度試験キット。
【０２１８】
　調製及び処理：
　６個のきれいなガラスタンブラー、及び１個の新しい可塑性タンブラーを集めた。食器
洗浄機を適切な水で満たした。水硬度を検査した。値を記録した。タンクヒーターをオン
にした。食器洗浄機をオンにし、１５０～１６０°Ｆ（約６５．６～７１．１℃）の洗浄
温度、１７５～１９０°Ｆ（約７９．４～８７．８℃）のすすぎ温度に達するまで、機械
で洗浄／すすぎサイクルを行った。制御装置を設定して、洗浄タンク内に適切な量の洗剤
を分配した。滴定して洗剤濃度を検査した。６個のきれいなガラスを対角線上に配置し、
１つの可塑性タンブラーを対角線から離してラバーンラック内に配置し（以下の配置につ
いての図を参照）、ラックを食器洗浄機内に入れた。Ｇ＝ガラスタンブラー、Ｐ＝プラス
チックタンブラーである。
【０２１９】
【表３】

【０２２０】
　物品洗浄機械は、物品洗浄機械内に洗剤組成物を自動的に分配して、所望の濃度を達成
し、最初の濃度を維持した。１００洗浄サイクルの後、ガラス及びタンブラーを終夜乾燥
させ、次にスポット及びフィルム蓄積について評価した。フィルム評価は以下の測定スケ
ールに基づく。
【０２２１】
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【表４】

【０２２２】
　例２：業務用物品洗浄洗剤の５０サイクル再析実験
　装置及び材料：
　１．適切な水道に接続したHobart AM-15物品洗浄機。
　２．ラバーン（Raburn）ガラスラック。
　３．リビー耐熱ガラスタンブラー、１０オンス。
　４．キャンブロニューポート（Cambro Newport）プラスチックタンブラー。
　５．ホットポイント汚れ（Hot Point Soil）。
　６．アルカリ性を滴定するための滴定装置及び試薬。
　７．水硬度試験キット。
【０２２３】
　ホットポイント汚れ；
　ビーフシチュー及びホットポイント汚れの５０／５０の組合せを４０００ｐｐｍで用い
た。汚れは、以下の成分から成るものであった。
　　－２缶のディンティムーア（Dinty Moore）ビーフシチュー（１３６０ｇ）
　　－大きい１缶のトマトソース（８２２ｇ）
　　－１５．５本のブルーボネット（Blue Bonnet）マーガリン（１７４６ｇ）
　　－粉末ミルク（４３６．４ｇ）
【０２２４】
　調製及び処理：
　６個のきれいなガラスタンブラー、及び１個の新しい可塑性タンブラーを集めた。食器
洗浄機を適切な水で満たした。水硬度を検査した。値を記録した。タンクヒーターをオン
にした。食器洗浄機をオンにし、１５０～１６０°Ｆ（約６５．６～７１．１℃）の洗浄
温度、１７５～１９０°Ｆ（約７９．４～８７．８℃）のすすぎ温度に達するまで、機械
で洗浄／すすぎサイクルを行った。適切な量の洗剤を洗浄タンクに加え、所望の洗剤濃度
に到達させた。合計４０００ｐｐｍの食品汚れの適切な量のホットポイント食品汚れを洗
浄タンクへと加えた。６個のきれいなガラスを対角線上に配置し、１つの可塑性タンブラ
ーを対角線から離してラバーンラック内に配置し（以下の配置についての図を参照）、ラ
ックを食器洗浄機内に入れた。Ｇ＝ガラスタンブラー、Ｐ＝プラスチックタンブラーであ
る。
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【表５】

【０２２６】
　適切な量のホットポイント汚れを加えて、ホットポイント汚れの水溜濃度を４０００ｐ
ｐｍに達成及び維持した。同時に、適切な量の洗剤を添加して、所望のレベルの洗剤濃度
に到達させ、維持した。５０サイクル後、ガラス及びタンブラーを終夜乾燥させ、スポッ
ト及びフィルム蓄積について評価した。ガラスをクマシーブルーで染めて、タンパク質残
留物を決定した。評価スケールを以下表３に提供する。５０サイクル試験の結果は、以下
表４及び５に提供する。
【０２２７】
【表６】

【０２２８】
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【表７】

【０２２９】
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【表８】

【０２３０】
　以上のように本発明を記載したが、本発明はさまざまな方法で変形してもよいことは明
らかである。そのような変形は本発明の精神及び範囲からの逸脱とはみなされず、全ての
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そのような変形は以下の特許請求の範囲に含まれることが意図されている。
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